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 相模原市及び津久井郡城山町は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の２

第１項及び市町村の合併の特例等に関する法律（平成１６年法律第５９号）第３条第１項の

規定に基づき設置した相模原市・城山町合併協議会において合併協議を行い、合併に関する

すべての協議が調ったので、次のとおり合併協定を締結する。 

 

１ 合併の方式 

  合併の方式は、城山町を廃し、その区域を相模原市に編入する編入合併とする。なお、

各市町の文化や伝統を尊重し、地域の個性と特色を活かしたまちづくりを進める。 

 

２ 合併の期日 

  合併の期日は、平成１９年３月１１日とする。 

 

３ 新市の名称 

  新市の名称は、相模原市とする。 

 

４ 新市の事務所の位置 

  新市の事務所の位置は、相模原市中央２丁目１１番１５号（現在の相模原市役所の位置）

とする。 

 

５ 議会議員の定数及び任期の取扱い 

  議会議員の定数及び任期については、市町村の合併の特例等に関する法律第８条第２

項、第３項、第５項及び第６項の規定を適用し、相模原市の議会議員の残任期間及び合併

後最初に行われる一般選挙により選出される議会議員の任期に相当する期間に限り、編入

される城山町に設けられる選挙区の議会議員の定数は、２人とする。 
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６ 農業委員会委員の定数及び任期の取扱い 

（１）城山町の農業委員会は、相模原市西農業委員会に統合する。 

 

（２）城山町の農業委員会の選挙による委員であった者は、市町村の合併の特例等に関する

法律第１１条第１項の規定を適用し、相模原市西農業委員会の委員の残任期間、同農業

委員会委員として在任する。 

 

（３）市町村の合併の特例等に関する法律の適用期間経過後の選挙による委員の数について

は、次のとおりとする。 

 

区  域 委 員 数 

相模原市東農業委員会 ２０人 

相模原市西農業委員会 １５人 

 

７ 特別職の身分の取扱い 

  城山町の常勤の特別職（教育長を含む。）及び執行機関の委員（農業委員会委員を除く。）

については、合併の期日の前日をもって失職する。 

 

８ 一般職の職員の身分の取扱い 

（１）城山町の一般職の職員は、すべて相模原市の職員として引き継ぐ。 

 

（２）職員の任免、給与その他の身分の取扱いについては、公正に取り扱う。 

 

９ 財産の取扱い 

（１）城山町の財産は、すべて相模原市に引き継ぐ。なお、基金の取扱いについては、その

設立の趣旨に配慮し調整する。 

 

（２）城山町の各財産区が所有する財産は、財産区有財産として相模原市に引き継ぐ。 
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１０ 条例、規則等の取扱い 

   相模原市の条例、規則等を適用する。ただし、各種事務事業等の調整を踏まえて、必

要に応じ規定の整理をする。 

 

１１ 事務組織及び機構の取扱い 

 （１）城山町の役場は、合併前の役場における住民サービスを確保し、地域の拠点として、

窓口業務をはじめ、まちづくりや産業振興を支援する機能を持つ、総合的な事務所と

する。 

 

 （２）城山町の出先機関は、住民サービスの低下を招くことがなく、地域の特色を生かせ

る機能を持つ組織とする。 

 

 （３）城山町に設置されている附属機関は、相模原市の同種の附属機関に統合する。ただ

し、城山町の地域性から設置されている附属機関は、現行のまま新市に引き継ぐ。 

 

１２ 行政連絡機構の取扱い 

 （１）行政連絡機構及び行政連絡業務については、合併時は現行どおりとし、合併後新市

の一体性を確保するために、３年を目途に見直しを行う。ただし、行政連絡業務のう

ち、広報紙の配布については、自治会運営に支障のないよう配慮し、合併時に相模原

市の制度に統合する。 

 

 （２）自治会等への運営や活動に対する助成等は、当面、現行の支援制度を基本とし、合

併後、３年を目途に見直しを行う。 

 

 （３）行政連絡機構にかかる事務事業の取扱いは、別表１のとおりとする。 
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１３ 慣行の取扱い 

 （１）市章は、相模原市のものに統合する。 

 

 （２）市の花、木、鳥及び色は、相模原市のものに統合する。ただし、合併により改定の

必要があるものについては、新市において検討する。 

 

 （３）市民憲章、市民憲章以外の憲章及び宣言並びに市の歌は、相模原市のものに統合す

る。ただし、合併により文言が新市の実情にそぐわなくなるものなどについては、新

市において新たな制定、修正等を検討する。 

 

１４ 公共的団体等の取扱い 

   公共的団体等については、新市の速やかな一体性を確立するため、それぞれの団体の

実情を尊重しながら、次のとおり調整に努める。 

 

 （１）共通の目的を持った団体は、原則として合併時に統合できるよう調整に努める。 

 

 （２）共通の目的を持った団体で、統合に時間を要する団体は、将来の統合に向けて検討

が進められるよう調整に努める。 

 

 （３）独自の目的を持った団体は、原則として現行のとおりとする。 

 

１５ 町名・字名の取扱い 

 （１）相模原市の区域内の町（字）の区域及び名称は、現行のとおりとする。 

 

 （２）城山町の区域内の町（字）の区域は、原則として現行のとおりとする。 

 

 （３）城山町の区域内の町（字）の名称は、町の意向を尊重する。 
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１６ 土地利用の取扱い 

 （１）土地利用の取扱い（都市計画区域及び区域区分等）については、土地利用の規制の

急激な変化を避けるため、現行のまま新市に引き継ぎ、住民の意向を踏まえた中で、

合併後の新市において検討する。 

 

（２）土地利用にかかる事務事業の取扱いは、別表２のとおりとする。 

 

１７ 上下水道事業の取扱い 

 （１）水道事業 

    現行のまま新市に引き継ぐ。 

 

 （２）下水道事業 

   ア 公共下水道事業受益者負担金制度については、合併時に相模原市の制度に統合す

る。ただし、合併前に事業認可を受けた区域で事業認可期間内（平成２４年３月ま

で）での整備については、城山町の負担金額を引き続き適用する。 

 

   イ 公共下水道事業受益者分担金制度については、合併時に相模原市の制度を適用す

る。 

 

   ウ 公共下水道使用料については、原則として合併時に相模原市の制度に統合する。

なお、新市において改定時期及び減免規定の見直しを行う。 

 

 （３）上下水道事業にかかる事務事業の取扱いは、別表３のとおりとする。 
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１８ 地方税の取扱い 

 （１）個人市町民税の均等割及び所得割の税率については、現行のとおりとし、普通徴収

の納期については、相模原市の制度に統合する。 

 

 （２）法人市町民税の均等割の税率については、現行のとおりとする。 

法人税割の税率については、相模原市の制度に統合する。ただし、合併年度に限り、

不均一課税を実施する。 

 

 （３）固定資産税の税率については、現行のとおりとし、納期については、相模原市の制

度に統合する。 

 

 （４）軽自動車税の税率については、相模原市の制度に統合する。 

 

 （５）事業所税については、相模原市の制度を適用する。ただし、合併年度及びこれに続

く５年度に限り、課税免除を実施する。 

 

 （６）都市計画税の税率については、現行のとおりとし、納期については、相模原市の制

度に統合する。 

 

 （７）入湯税については、相模原市の制度を適用する。 

 

 （８）地方税にかかる事務事業の取扱いは、別表４のとおりとする。 

 

１９ 国民健康保険事業の取扱い 

 （１）国民健康保険事業の取扱いについては、合併時に相模原市の制度に統合する。 

 

 （２）国民健康保険事業にかかる事務事業の取扱いは、別表５のとおりとする。 
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２０ 介護保険事業の取扱い 

 （１）介護保険事業の取扱いについては、合併時に相模原市の制度に統合する。 

 

 （２）介護保険事業にかかる事務事業の取扱いは、別表６のとおりとする。 

 

２１ 保健衛生事業の取扱い 

 （１）保健衛生事業の取扱いについては、相模原市の制度に統合する。ただし、一部の事

務事業については、地域の実情を考慮し、現行のまま新市に引き継ぐ。 

 

 （２）保健衛生事業にかかる事務事業の取扱いは、別表７のとおりとする。 

 

２２ 使用料、手数料の取扱い 

 （１）施設等の使用料については、原則として現行のまま新市に引き継ぐ。 

 

 （２）道路、河川等の占用料については、原則として相模原市の制度に統合する。 

 

 （３）手数料については、原則として相模原市の制度に統合する。 

 

２３ 補助金、交付金等の取扱い 

   補助金、交付金等の取扱いについては、従来からの経緯、実情等に配慮して次のとお

り調整する。なお、義務的補助金を除く全ての補助金、交付金等について、合併後にお

いても補助効果等を踏まえて見直しを行う。 

 

 （１）同一又は同種の団体・事業等に対する補助制度は、統合の方向で調整する。  

 

 （２）各市町独自の団体・事業等に対する補助制度は、合理的な理由がある場合について

は、当面現行制度を認めるが、市域全体の均衡を保つように原則合併後３年以内を目

途に調整する。 
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２４ 一部事務組合等の取扱い 

 （１）一部事務組合の取扱い 

    城山町が加入している神奈川県市町村職員退職手当組合については、合併の期日の

前日をもって脱退し、その事務は、新市に引き継ぐ。 

 

 （２）事務の委託の取扱い 

   ア 公平委員会事務委託 

     城山町が神奈川県に委託している公平委員会事務については、合併の期日の前日

をもって廃止し、その事務は、新市に引き継ぐ。 

 

   イ 公共下水道使用料徴収事務委託 

     城山町が神奈川県に委託している公共下水道使用料徴収事務については、合併の

期日の前日をもって廃止し、その事務は、新市に引き継ぐ。 

 

   ウ 一般廃棄物処理事務委託 

     城山町が相模原市に委託している一般廃棄物処理事務については、合併の期日の

前日をもって廃止し、その事務は新市に引き継ぐ。 

 

   エ 消防事務委託 

     城山町が相模原市に委託している消防事務については、合併の期日の前日をもっ

て廃止し、その事務は新市に引き継ぐ。 

 

 （３）土地開発公社の取扱い 

    城山町に設置されている城山町土地開発公社については、合併の期日の前日までに

解散し、その事務及び財産は、新市及び相模原市土地開発公社に引き継ぐ。 

    相模原市に設置されている相模原市土地開発公社については、新市において存続す

る。 

 

 （４）第３セクターの取扱い 

    相模原市に設置されている民法法人･商法法人等については、新市において存続する。 
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２５ 消防団の取扱い 

 （１）消防団の取扱いについては、合併時に相模原市の消防団に統合するが、城山町の消

防団の現状を考慮しつつ新市の消防団の一体性が確保できるよう調整する。 

 

 （２）消防団にかかる事務事業の取扱いは、別表８のとおりとする。 

 

２６ 防災事業の取扱い 

 （１）防災事業の取扱いについては、災害時の対応に支障をきたさぬよう相模原市の制度

に統合する。また、合併後３年を目途に事業の根幹となる地域防災計画を策定する。 

 

 （２）防災事業にかかる事務事業の取扱いは、別表９のとおりとする。 

 

２７ 地域自治区等の設置及び都市内分権 

   合併前の地域の歴史や文化などの特色を生かしつつ、合併後の新市における一体的な

まちづくりを円滑に進めるための経過措置として、市町村の合併の特例等に関する法律

第２３条第１項の規定に基づく地域自治区を別紙の「地域自治区の設置に関する協議」

のとおり設置する。 

 

   新市全体の都市内分権の在り方については、平成２３年４月を目途に検討する。この

場合において、都市内分権の在り方の検討結果が、本協議事項に影響を及ぼすと認める

ときは、設置期間等協議事項を変更する措置を講ずる。 
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２８ 各種事務事業の取扱い 

   各種事務事業の取扱いは、別表１０のとおりとする。 

 

２９ 合併市町村基本計画 

   合併市町村基本計画は、別添の「相模原市・城山町合併基本計画」のとおりとする。 
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別紙 

 

地域自治区の設置に関する協議 

 

 （地域自治区の設置） 

第１条 市町村の合併の特例等に関する法律（平成１６年法律第５９号）第２３条第１項の

規定に基づき、合併前の城山町の区域を単位とした地域自治区を設置する。 

 （地域自治区の名称） 

第２条 地域自治区の名称は、城山町とする。 

 （地域自治区の設置期間） 

第３条 地域自治区の設置期間は、合併の日から平成２３年３月３１日までとする。 

 （地域自治区の事務所） 

第４条 地域自治区の事務所（以下「事務所」という｡）の位置、名称及び所管区域は、次の

とおりとする。 

地域自治区 事務所の位置 事務所の名称 事務所の所管区域 

城山町 相模原市城山町久保

沢一丁目３番１号 城山町地域自治区事務所 合併前の城山町の区域 

２ 事務所は、市長の権限に属する事務の一部を分掌し、及び次条に規定する地域協議会の

庶務を処理する。 

３ 事務所に事務所長を置き、事務吏員をもって充てる。 

 （地域協議会の設置） 

第５条 地域の住民の意見を反映させるため、地域自治区に地域協議会を設置する。 

２ 地域協議会の名称は、城山町地域協議会とする。 

 （地域協議会の構成員） 

第６条 地域協議会を組織する構成員（以下「構成員」という｡）は、当該地域自治区の区域

内に住所を有する者のうちから市長が選任する。 

２ 市長は、構成員の選任に当たっては、当該地域自治区の住民の多様な意見が適切に反映

されるものとなるよう配慮しなければならない。 

３ 構成員の定数は、３０人以内とする。 

４ 構成員の任期は、２年とする。ただし、補欠の構成員の任期は、前任者の残任期間とす

る｡ 
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５ 構成員は、再任を妨げない｡ 

６ 構成員には、報酬は、支給しない。 

 （地域協議会の会長及び副会長） 

第７条 地域協議会に会長及び副会長１人を置き、構成員の互選により定める。 

２ 会長及び副会長の任期は、地域協議会の構成員の任期による。 

３ 会長は、地域協議会の事務を掌理し、地域協議会を代表する。 

４ 副会長は、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、その職務を代理する。 

５ 市長は、次に掲げる事項のいずれかに該当するときは、会長及び副会長を解任すること

ができる。 

（１）心身の故障のため職務の遂行に堪えないと認めるときその他その職に必要な適格性を

欠くと認めるとき。 

（２）職務上の義務違反その他会長又は副会長たるに適しない非行があると認めるとき。 

 （地域協議会の権限） 

第８条 地域協議会は、次に掲げる事項のうち、市長その他の市の機関により諮問されたも

の又は必要と認めるものについて、審議し、市長その他の市の機関に意見を述べることが

できる。 

（１）当該事務所が所掌する事務に関する事項 

（２）前号に掲げるもののほか、市が処理する当該地域自治区の区域に係る事務に関する事

項 

（３）市の事務処理に当たっての当該地域自治区の区域内に住所を有する者との連携の強化

に関する事項 

２ 市長は、次に掲げる事項であって地域自治区の区域に係るものについては、あらかじめ、

当該地域協議会の意見を聴かなければならない。 

（１）合併市町村基本計画の変更に関する事項 

（２）合併協議会における協議事項及び重要な事務事業の調整方針の変更に関する事項 

（３）基本構想及び総合計画の策定又は変更に関する事項 

（４）前３号に掲げるもののほか、市長が認める重要事項 

３ 市長その他の市の機関は、前２項の意見を勘案し、必要があると認めるときは、適切な

措置を講じなければならない。 
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 （地域協議会の会議） 

第９条 地域協議会の会議（以下「会議」という。）は、会長が招集する。 

２ 会議の議長は、会長が務めるものとする。 

３ 会長は、構成員の４分の１以上の者から会議の招集の請求があるときは、会議を招集し

なければならない。 

４ 会議は、構成員の半数以上が出席しなければ、開くことができない。 

５ 会議の議事は、出席構成員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところに

よる。 

６ 会長は、審議上必要があると認めるときは、構成員以外の者を会議に出席させ、意見を

求めることができる。 

７ 会議は原則として公開とする。ただし、議長が必要と認める場合は、会議に諮った上で

公開しないことができる。 

 （委任） 

第１０条 この協議書に定めるもののほか、地域自治区の組織及び運営に関し必要な事項は、

市長が別に定める。 
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別表１ 行政連絡機構の取扱い 

番号 事務事業名 調整方針 

１ 行政連絡機構の取扱い 

合併時は現行どおりとし、合併後新市の一体

性を確保するために、３年を目途に見直しを行

う。 

ただし、行政連絡業務のうち、広報紙の配布

については、自治会運営に支障のないよう配慮

し、合併時に相模原市の制度に統合する。 

２ 地域振興嘱託員経費 

現行のまま新市に引き継ぐ。 

なお、城山町への配置については、配置基準

の見直しとともに新市において検討する。 

３ 自治会活動助成事業 
合併時は現行どおりとし、合併後３年を目途

に見直しを行う。 

４ 自治会集会所建設等助成事業 
合併時は現行どおりとし、合併後３年を目途

に見直しを行う。 

５ 自治会集会所賃借料助成事業 
合併時は現行どおりとし、合併後３年を目途

に見直しを行う。 

６ 防犯灯の維持管理 
合併時は現行どおりとし、合併後３年を目途

に見直しを行う。 

７ 防犯灯の設置・指導 
合併時は現行どおりとし、合併後３年を目途

に見直しを行う。 
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別表２ 土地利用の取扱い 

番号 事務事業名 調整方針 

１ 
都市計画の調査研究、計画策定、

指導及び推進 

 市町村マスタープランは、合併後３年以内に

新市において策定する。 

なお、新市の市町村マスタープランが策定さ

れるまでの間は、合併市町村基本計画を基本と

し、地域的な課題等については、市及び町の市

町村マスタープランを尊重しながら運用する。 

２ 
都市計画区域の整備、開発及び

保全の方針の策定及び推進 

 現行のまま新市に引き継ぐ。 

なお、策定等にあたっては、合併後新市にお

いて検討する。 

３ 
区域区分、地域地区、地区計画

等の決定及び変更 

 現行のまま新市に引き継ぐ。 

なお、決定等にあたっては、合併後新市にお

いて検討する。 
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別表３ 上下水道事業の取扱い 

番号 事務事業名 調整方針 

１ 水道事業 現行のまま新市に引き継ぐ。 

２ 公共下水道事業受益者負担金 

受益者負担金制度の取扱いについては、原則

として合併時に相模原市の制度に統合する。 

ただし、合併前に事業認可を受けた区域で事

業認可期間内（平成２４年３月まで）での整備

については、城山町の負担金額を引き続き適用

する。 

３ 公共下水道事業受益者分担金 
受益者分担金制度の取扱いについては、合併

時に相模原市の制度を適用する。 

４ 公共下水道使用料 

公共下水道使用料の取扱いについては、原則

として合併時に相模原市の制度に統合する。 

なお、新市において改定時期及び減免規定の

見直しを行う。 

５ 下水道普及啓発事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 

６ 下水道事業審議会経費 合併時に相模原市の制度に統合する。 

７ 
相模川流域下水道維持管理負担

金 
現行のまま新市に引き継ぐ。 

８ 隣接市町下水道施設利用負担金 

合併時に相模原市の制度に統合する。 

なお、相模原市と城山町との相互排除に関す

る基本協定は廃止する。 

９ 相模川流域下水道建設負担金 現行のまま新市に引き継ぐ。 

１０ 下水道基本計画策定事業 

原則として合併後３年以内に相模原市の制度

に統合する。 

なお、新市の下水道基本計画、都市計画決定、

事業認可の延伸については、計画・認可の期間

内で、策定・手続きを行う。 



 17

 

番号 事務事業名 調整方針 

１１ 登録等手数料 合併時に相模原市の制度に統合する。 

１２ 都市下水路等維持補修管理事業 現行のまま新市に引き継ぐ。 

１３ 雨水浸透施設設置助成事業 

現行のまま新市に引き継ぐ。 

なお、合併後に雨水対策における整備方針を

定める必要がある。 

１４ 水洗化促進事業 

合併時に相模原市の制度に統合する。 

ただし、水洗便所改造等奨励金制度について

は、合併時までに処理開始されている区域に限

り、処理開始日から起算して３年間存続させる。 

１５ 水質管理事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 

１６ 
公共下水道施設維持管理補修事

業 
現行のまま新市に引き継ぐ。 

１７ 公共下水道不明水浸入対策事業 現行のまま新市に引き継ぐ。 

１８ 
公共下水道整備済区域内におけ

る公共汚水ますの設置 
合併時に相模原市の制度に統合する。 

１９ 
排水設備に係る申請の審査並び

に工事の指導及び検査 
合併時に相模原市の制度に統合する。 

２０ 

指定下水道工事店及び排水設備

工事責任技術者の審査、登録等

事務 

合併時に相模原市の制度に統合する。 

２１ 排水施設の指導及び検査 合併時に相模原市の制度に統合する。 

２２ 除害施設の指導 合併時に相模原市の制度に統合する。 

２３ 流域下水道に関する事務 現行のまま新市に引き継ぐ。 
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番号 事務事業名 調整方針 

２４ 
私設下水道組合の指導、工事の

検査等 
現行のまま新市に引き継ぐ。 

２５ 私設下水道施設の移管事務 現行のまま新市に引き継ぐ。 

２６ 相模川流域下水道事業助成金 現行のまま新市に引き継ぐ。 

２７ 水洗便所改造等利子補給金 

合併時に廃止し、水洗化促進事業に移行する。 

ただし、合併時までに契約されているものに

ついては、最長で３年間存続させる。 

２８ 
上下水道料金管理システム経費

負担金 
現行のまま新市に引き継ぐ。 

２９ 
下水道法に規定する供用開始及

び処理開始 
現行のまま新市に引き継ぐ。 

３０ 都市下水路等調査測量設計委託 

現行のまま新市に引き継ぐ。 

なお、合併後に汚水対策（公共下水道・汚水）、

雨水対策（公共下水道・雨水、河川等）におけ

る整備方針を定める必要がある。 

３１ 排水路整備事業 

現行のまま新市に引き継ぐ。 

なお、合併後に汚水対策（公共下水道・汚水）、

雨水対策（公共下水道・雨水、河川等）におけ

る整備方針を定める必要がある。 

３２ 公共下水道測量設計等委託 

現行のまま新市に引き継ぐ。 

なお、合併後に汚水対策（公共下水道・汚水）、

雨水対策（公共下水道・雨水、河川等）におけ

る整備方針を定める必要がある。 

３３ 公共下水道整備補助事業 

現行のまま新市に引き継ぐ。 

なお、合併後に汚水対策（公共下水道・汚水）、

雨水対策（公共下水道・雨水、河川等）におけ

る整備方針を定める必要がある。 

３４ 面整備事業 

現行のまま新市に引き継ぐ。 

なお、合併後に汚水対策（公共下水道・汚水）、

雨水対策（公共下水道・雨水、河川等）におけ

る整備方針を定める必要がある。 
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番号 事務事業名 調整方針 

３５ 負担金、補償費等 合併時に相模原市の制度に統合する。 

３６ 雨水幹線整備補助事業 

現行のまま新市に引き継ぐ。 

なお、合併後に汚水対策（公共下水道・汚水）、

雨水対策（公共下水道・雨水、河川等）におけ

る整備方針を定める必要がある。 

３７ 合流式下水道の改善 

現行のまま新市に引き継ぐ。（城山町は分流式

の下水道計画であり、合流式で整備された区域

はなく改善の必要がない。） 
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別表４ 地方税の取扱い 

番号 事務事業名 調整方針 

１ 個人の市・県民税の取扱い 

普通徴収の納期については、合併時に相模原

市の制度に統合する。 

 均等割の非課税基準については、合併時に相

模原市の制度に統合する。 

２ 法人市民税の取扱い 

法人税割の税率については、合併時に相模原

市の制度に統合する。 

ただし、合併年度に限り不均一課税を実施す

る。 

３ 固定資産税の取扱い 

納期については、合併時に相模原市の制度に

統合する。 

なお、合併により特定市となる地域に所在す

る市街化区域農地のうち新たに宅地並課税の対

象となるものについては、合併新法により、合

併が行われた日の属する年の翌年の 1 月 1 日を

賦課期日とする年度から 5 年度分は宅地並課税

を適用しない。 

４ 軽自動車税の取扱い 
小型特殊の農耕作業用の税率については、合

併時に相模原市の制度に統合する。 

５ 事業所税の取扱い 

合併により新たに課税対象となる事業所等に

ついては、合併年度とこれに続く５年度に限り

課税免除とする。 

６ 市たばこ税の取扱い 現行のまま新市に引き継ぐ。 

７ 都市計画税の取扱い 

納期については、合併時に相模原市の制度に

統合する。 
なお、合併により特定市となる地域に所在す

る市街化区域農地のうち新たに宅地並課税の対

象となるものについては、合併新法により、合

併が行われた日の属する年の翌年の 1 月 1 日を

賦課期日とする年度から 5 年度分は宅地並課税

を適用しない。 

８ 入湯税の取扱い 相模原市の制度を適用する。 
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別表５ 国民健康保険事業の取扱い 

番号 事務事業名 調整方針 

１ 国民健康保険税の取扱い 合併時に相模原市の制度に統合する。 

２ 証明手数料 合併時に相模原市の制度に統合する。 

３ 各種国民健康保険組合補助金 

合併時に相模原市の制度に統合する。 

ただし、補助金の額等については見直しを図

る。 

４ 診療報酬明細書点検嘱託員経費 合併時に相模原市の制度に統合する。 

５ 国民健康保険団体連合会負担金 合併時に相模原市の制度に統合する。 

６ 保険税収納率向上特別対策事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 

７ 運営協議会経費 合併時に相模原市の制度に統合する。 

８ 療養給付費 合併時に相模原市の制度に統合する。 

９ 療養費 合併時に相模原市の制度に統合する。 

１０ 診療報酬審査支払手数料 合併時に相模原市の制度に統合する。 

１１ 高額療養費 合併時に相模原市の制度に統合する。 

１２ 移送費 合併時に相模原市の制度に統合する。 

１３ 出産育児一時金 合併時に相模原市の制度に統合する。 

１４ 葬祭費 合併時に相模原市の制度に統合する。 

１５ 精神・結核医療付加金 合併時までに廃止する。 
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番号 事務事業名 調整方針 

１６ 老人保健拠出金 合併時に相模原市の制度に統合する。 

１７ 介護納付金 合併時に相模原市の制度に統合する。 

１８ 
高額医療費共同事業医療費拠出

金 
合併時に相模原市の制度に統合する。 

１９ 退職者医療共同事業拠出金 合併時に相模原市の制度に統合する。 

２０ 健康診査等委託事業 合併時に相模原市の制度を適用する。 

２１ 人間ドック助成事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 

２２ 疾病分類調査委託事業 合併時に相模原市の制度を適用する。 

２３ 
国民健康保険事業に係る限度額

適用・標準負担額減額の認定 
合併時に相模原市の制度に統合する。 

２４ 
国民健康保険事業に係る一部負

担金 
合併時に相模原市の制度に統合する。 

２５ 
国民健康保険事業に係る特定疾

病に係る認定 
合併時に相模原市の制度に統合する。 

２６ 
被保険者資格の認定及び被保険

者証等の交付 
合併時に相模原市の制度に統合する。 

２７ 
国民健康保険診療所管理運営事

業 
現行のまま新市に引き継ぐ。 

２８ 財政調整基金 合併時に廃止する。 

２９ 医療費通知 合併時に相模原市の制度に統合する。 

３０ 調整交付金 合併時に相模原市の制度に統合する。 
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番号 事務事業名 調整方針 

３１ 第三者行為 合併時に相模原市の制度に統合する。 

３２ 不当利得 合併時に相模原市の制度に統合する。 

３３ 
コンビニ納付及び電子納付シス

テム開発経費 
合併時に相模原市の制度を適用する。 
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別表６ 介護保険事業の取扱い 

番号 事務事業名 調整方針 

１ 介護保険料の取扱い 合併時に相模原市の制度に統合する。 

２ 
訪問介護サービス利用者負担助

成事業 
現行のまま新市に引き継ぐ。 

３ 
社会福祉法人利用者負担助成事

業 
現行のまま新市に引き継ぐ。 

４ 介護サービス適正実施指導事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 

５ 介護認定審査会 合併時に相模原市の制度に統合する。 

６ 要介護認定事務 合併時に相模原市の制度に統合する。 

７ 
介護（介護予防）サービス等給

付事業 
現行のまま新市に引き継ぐ。 

８ 
介護保険給付費支払準備基金積

立金 

現行のまま新市に引き継ぐ。 

ただし、基金残高については、合併時に統合

する。 

９ 介護保険事業計画 合併時に新市において検討する。 

１０ 
被保険者資格の管理及び被保険

者証の交付 
合併時に相模原市の制度に統合する。 

１１ 
訪問看護サービス利用者負担助

成事業 
合併時に廃止する。 

１２ 地域支援事業 
合併時に相模原市の制度に統合する。 
ただし、給食サービス事業については、合併

後速やかに相模原市の制度に統合する。 

１３ 財政安定化基金貸付金返還金 現行のまま新市に引き継ぐ。 
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別表７ 保健衛生事業の取扱い 

番号 事務事業名 調整方針 

１ 保健衛生功労者表彰事業 
保健所政令市事務により、合併時に相模原市

の制度に統合する。 

２ 市民健康づくり運動推進事業 

健康づくり事業については、合併後５年以内

に相模原市の制度に統合する。 

なお、統合にあたっては、地域特性に配慮し

た新しい体制づくりを図る。 

３ 健康づくりのつどい開催事業 合併後速やかに相模原市の制度を適用する。 

４ 在宅ケア連携事業 合併時に相模原市の制度を適用する。 

５ 献血推進事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 

６ 栄養改善事業 合併後速やかに相模原市の制度に統合する。 

７ 病院・診療所等指導事業 
保健所政令市事務により、合併時に相模原市

の制度に統合する。 

８ 保健衛生統計調査事業 
保健所政令市事務により、合併時に相模原市

の制度に統合する。 

９ 国民健康・栄養調査等事業 
保健所政令市事務により、合併時に相模原市

の制度に統合する。 

１０ 保健所情報化推進事業 合併後速やかに相模原市の制度に統合する。 

１１ 
総合保健医療センター維持管理

補修事業 
現行のまま新市に引き継ぐ。 

１２ 墓地等紛争調停委員会 合併時に相模原市の制度を適用する。 

１３ 保健医療計画 

現行のまま新市に引き継ぐ。 

なお、次計画の策定までは、現計画をそれぞ

れの地域計画とする。 

１４ 
医師等医療関係従事者の免許事

務 

保健所政令市事務により、合併時に相模原市

の制度に統合する。 



 26

 

番号 事務事業名 調整方針 

１５ 結核診査協議会経費 
保健所政令市事務により、合併時に相模原市

の制度に統合する。 

１６ 
結核定期健康診断・予防接種事

業 
合併時に相模原市の制度に統合する。 

１７ 結核定期外健康診断事業 
保健所政令市事務により、合併時に相模原市

の制度に統合する。 

１８ 結核医療扶助事業 

保健所政令市事務により、合併時に相模原市

の制度に統合する。 

なお、医療費自己負担分に係る助成制度は、

合併時に廃止する。 

１９ 結核患者管理指導事業 
保健所政令市事務により、合併時に相模原市

の制度に統合する。 

２０ 結核対策特別促進事業 
保健所政令市事務により、合併時に相模原市

の制度に統合する。 

２１ 結核児童療育給付事業 
保健所政令市事務により、合併時に相模原市

の制度に統合する。 

２２ 感染症診査協議会経費 
保健所政令市事務により、合併時に相模原市

の制度に統合する。 

２３ 感染症予防対策事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 

２４ 感染症発生動向調査事業 
保健所政令市事務により、合併時に相模原市

の制度に統合する。 

２５ エイズ予防対策事業 
保健所政令市事務により、合併時に相模原市

の制度に統合する。 

２６ 集団予防接種事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 

２７ 個別予防接種事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 

２８ 特定疾患保健指導事業 
保健所政令市事務により、合併時に相模原市

の制度に統合する。 
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番号 事務事業名 調整方針 

２９ 精神保健相談事業 

合併時に相模原市の制度に統合する。 

なお、事業内容については地域特性に配慮し

調整するとともに、医療費自己負担分に係る助

成制度は合併時に廃止する。 

３０ 精神保健集団指導活動事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 

３１ 精神保健訪問指導事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 

３２ 精神保健普及事業 

普及講演会・公開講座開催・地域作業所・関

係機関連絡会議・ボランティア育成支援・社会

適応訓練事業のための相談及び事業所訪問につ

いては、合併時に相模原市の制度に統合する。 

当事者会、家族会支援及び市民団体支援につ

いては、合併後速やかに相模原市の制度に統合

する。 

３３ 精神障害者社会参加促進事業 

地域精神保健福祉連絡協議会については、合

併時に相模原市の制度に統合する。 

ほのぼの１００人運動会については、合併後

速やかに相模原市の制度に統合する。 

３４ 高齢者認知症対策事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 

３５ エイズ検査・相談事業 
保健所政令市事務により、合併時に相模原市

の制度に統合する。 

３６ 性感染症検査･相談事業 
保健所政令市事務により、合併時に相模原市

の制度に統合する。 

３７ 難病患者等短期入所事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 

３８ 
難病患者等ホームヘルプサービ

ス事業 

合併時に相模原市の制度に統合する。 

なお、実施方法については調整を図る。 

３９ ひきこもり相談・支援事業 合併時に相模原市の制度を適用する。 

４０ 医事・薬事等指導事業 
保健所政令市事務により、合併時に相模原市

の制度に統合する。 
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番号 事務事業名 調整方針 

４１ 食品衛生事業 
保健所政令市事務により、合併時に相模原市

の制度に統合する。 

４２ 
環境衛生関係営業施設等指導事

業 

保健所政令市事務により、合併時に相模原市

の制度に統合する。 

４３ 生活環境対策事業 
保健所政令市事務により、合併時に相模原市

の制度に統合する。 

４４ 狂犬病予防事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 

４５ 動物愛護事業 合併時に相模原市の制度を適用する。 

４６ 衛生害虫等駆除事業 合併時に相模原市の制度を適用する。 

４７ 調理師等免許事務 
保健所政令市事務により、合併時に相模原市

の制度に統合する。 

４８ 衛生検査事業 
保健所政令市事務により、合併時に相模原市

の制度に統合する。 

４９ 衛生試験所維持管理事業 
保健所政令市事務により、合併時に相模原市

の制度に統合する。 

５０ 保健と福祉のライブラリー事業 合併時に相模原市の制度を適用する。 

５１ 健康教育事業 

合併時に相模原市の制度に統合する。 

なお、事業内容については地域特性に配慮し

調整する。 

５２ 健康相談事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 

５３ 訪問指導事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 

５４ 母子健康教育事業 

合併時に相模原市の制度に統合する。 

なお、事業内容については地域特性に配慮し

調整する。 

５５ 栄養改善指導の実施 合併時に相模原市の制度に統合する。 
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番号 事務事業名 調整方針 

５６ 健康度評価事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 

５７ 口腔衛生事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 

５８ 保健所一般健康相談事業 合併時に相模原市の制度を適用する。 

５９ 健康手帳交付事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 

６０ 健康増進事業 

合併時に相模原市の制度に統合する。 

なお、事業内容については地域特性に配慮し

調整する。 

６１ 基本健康診査事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 

６２ がん健診事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 

６３ 成人歯科保健対策推進事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 

６４ 骨粗しょう症予防事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 

６５ 生活習慣病対策事業 

合併後速やかに相模原市の制度を適用する。 

なお、事業内容については関係機関との調整

を要する。 

６６ 母子健康手帳交付事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 

６７ 妊婦健康診査事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 

６８ 乳幼児健康診査事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 

６９ 歯の衛生週間歯科保健事業 合併時に相模原市の制度を適用する。 



 30

 

番号 事務事業名 調整方針 

７０ 妊産婦新生児訪問指導事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 

７１ 母子保健事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 

７２ 慢性疾患児保健指導事業 
保健所政令市事務により、合併時に相模原市

の制度に統合する。 

７３ 思春期保健事業 

合併時に相模原市の制度に統合する。 

なお、事業内容については地域特性に配慮し

調整する。 

７４ 特定不妊治療費助成事業 
中核市事務により、合併時に相模原市の制度

に統合する。 

７５ 未熟児養育事業 
保健所政令市事務により、合併時に相模原市

の制度に統合する。 

７６ 
自立支援医療給付（育成医療）

事業 

中核市事務により、合併時に相模原市の制度

に統合する。 

７７ 小児慢性特定疾患医療事業 
中核市事務により、合併時に相模原市の制度

に統合する。 

７８ 
小児慢性特定疾患児日常生活用

具給付事業 
合併時に相模原市の制度を適用する。 
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別表８ 消防団の取扱い 

番号 事務事業名 調整方針 

１ 消防賞慰金 合併時に相模原市の制度に統合する。 

２ 消防団長等報酬 合併時に相模原市の制度に統合する。 

３ 消防団活動費(出動旅費) 合併時に相模原市の制度に統合する。 

４ 消防団運営交付金 合併時に相模原市の制度に統合する。 

５ 消防団共済組合補助金 合併時に相模原市の制度を適用する。 

６ 消防団詰所・車庫整備 
現行のまま新市に引き継ぎ、新市において詰

所建て替え計画を策定する。 

７ 消防表彰 合併時に相模原市の制度に統合する。 

８ 
公務災害補償等（市民、消防団

員） 
合併時に相模原市の制度に統合する。 

９ 消防団員の任免 合併時に相模原市の制度に統合する。 

１０ 消防団退職報償金 合併時に相模原市の制度に統合する。 

１１ 消防団貸与被服 
合併後５年を目途に相模原市の制度に統合す

る。 

１２ 非常備消防（消防団）組織 

原則として、相模原市の制度に統合する。 

なお、城山町の消防団活動の実態を踏まえた

新たな消防団組織を検討する。 

１３ 消防団車両維持管理・購入事業 

現行のまま新市に引き継ぐ。 

なお、城山町を含めた新市の消防団組織、活

動基準と併せ保有する消防団車両を検討する。 

１４ 消防相互応援協定等 合併時に新市の相互応援協定を締結する。 
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番号 事務事業名 調整方針 

１５ 消防団活動基準 

合併時に相模原市の制度に統合する。 

なお、津久井地域の消防力を勘案し、活動基

準を策定する。 

１６ 消防出初式等 

合併時に相模原市の制度に統合する。 

なお、これまで各地域で実施してきた消防団

活動については、地域性を尊重する。 



 33

別表９ 防災事業の取扱い 

番号 事務事業名 調整方針 

１ 防災会議の運営 合併時に相模原市の制度に統合する。 

２ 防災対策普及啓発推進事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 

３ 地域防災計画の推進 

合併後、速やかに着手し、３年を目途に策定

する。 

ただし、新市における地域防災計画が策定さ

れるまでの間は、１市１町の既存の地域防災計

画を適用することとするが、非常配備体制に限

り、合併時に相模原市の体制に統合する。 

４ 
災害に係る関係機関等との連絡

調整 
合併時に相模原市の制度を適用する。 

５ 災害時における応援協定等 合併時に相模原市の制度に統合する。 

６ 
がけ地等危険箇所の災害対策の

総括及び調整事務 

合併時に相模原市の制度に統合する。 

ただし、土石流危険対策については、新市に

おける地域防災計画が策定されるまでの間は、

城山町で定める地域防災計画を適用する。 

７ 総合防災訓練実施事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 

８ 自主防災組織育成支援事業 

現行のまま新市に引き継ぐ。 

ただし、助成金については、合併後３年を目

途に見直しを図る。 

９ 防災情報用施設維持管理事業 

現行のまま新市に引き継ぐ。 

ただし、防災行政用無線については、新市に

おいて５年を目途に統合する。 

１０ 防災用車両維持管理事業  現行のまま新市に引き継ぐ。 

１１ 飲料水兼用貯水槽設置事業  現行のまま新市に引き継ぐ。 

１２ 防災資機材整備事業 

 現行のまま新市に引き継ぐ。 

ただし、新市において策定する地域防災計画

に合わせ見直しを図る。 
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番号 事務事業名 調整方針 

１３ 防災備蓄倉庫整備事業 

 現行のまま新市に引き継ぐ。 

ただし、新市において策定する地域防災計画

に合わせ見直しを図る。 

１４ 非常用発電設備整備事業 

 現行のまま新市に引き継ぐ。 

ただし、新市において策定する地域防災計画

に合わせ見直しを図る。 

１５ 避難場所に関すること 

 現行のまま新市に引き継ぐ。 

ただし、新市において策定する地域防災計画

に合わせ見直しを図る。 

１６ 国民保護推進事業 合併時に相模原市の制度を適用する。 
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別表１０ 各種事務事業の取扱い 
 
企画部会 

番号 事務事業名 調整方針 

１ 総合計画策定事業 

合併時に相模原市の制度に統合する。 

ただし、新総合計画の策定については、合併

後速やかに、新市の新たな策定方針に基づき着

手する。 

なお、新総合計画が策定されるまでの間は、

相模原市の総合計画及び合併市町村基本計画を

基本とし、地域的な課題については、町の総合

計画を尊重しながら運用する。 

２ 電算システムの取扱い 

原則として相模原市のシステムに統合を図

る。 

なお、統合にあたっては、住民生活に影響を

及ぼすことのないよう、合併時に稼働が必要な

システムを優先的に統合できるよう調整する。 

３ 民間活力導入促進事業 合併時に相模原市の制度を適用する。 

４ ふるさと創生事業 

合併時に廃止する。 

なお、城山町の基金の取扱いについては、そ

の設立の趣旨に配慮し、調整する。 

５ 
市町村合併を除く広域行政に関

する事務 
合併時に相模原市の制度に統合する。 

６ パブリックコメントの実施 

合併時に相模原市の制度に統合する。 

なお、パブリックコメントに関する条例の必

要性については、新市において検討する。 

７ 都市経営ビジョン推進事業 合併時に相模原市の制度を適用する。 

８ 行政評価 合併時に相模原市の制度に統合する。 

９ 東京事務所の運営 現行のまま新市に引き継ぐ。 

１０ パートナーシップ推進事業 合併時に相模原市の制度を適用する。 
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番号 事務事業名 調整方針 

１１ 
さがみはら市民活動サポートセ

ンター管理運営事業 

現行のまま新市に引き継ぐ。 

なお、津久井地域への活動の場の設置につい

ては、合併後新市において検討する。 

１２ 大学機能活用方策調査研究事業 合併時に相模原市の制度を適用する。 

１３ 公共用地対策の調整 合併時に相模原市の制度に統合する。 

１４ 
公有地の拡大の推進に関する法

律に関する事務 

中核市事務により、合併時に相模原市の制度

に統合する。 

１５ 国土利用計画法に関する事務 現行のまま新市に引き継ぐ。 

１６ 
特定地域土地利用計画に関する

こと 
現行のまま新市に引き継ぐ。 

１７ 地籍調査事業 

現行のまま新市に引き継ぐ。 

ただし、合併時は休止して、国が実施した平

成１６年度、平成１７年度の都市再生街区基本

調査の結果を踏まえ、合併後新市において検討

する。 

１８ 
県土地利用調整条例に関する事

務 
現行のまま新市に引き継ぐ。 

１９ 生産緑地法に関する事務 合併時に相模原市の制度を適用する。 

２０ 広報紙発行事務 合併時に相模原市の制度に統合する。 

２１ ビデオ・テレビ・ラジオ広報 合併時に相模原市の制度を適用する。 

２２ 点字・声の広報発行事務 合併時に相模原市の制度を適用する。 

２３ 新聞広告による広報 合併時に相模原市の制度を適用する。 

２４ インターネット広報 合併時に相模原市の制度に統合する。 
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番号 事務事業名 調整方針 

２５ 市政紹介冊子等作成事務 合併時に相模原市の制度に統合する。 

２６ 電子計算組織等の維持管理 合併時に相模原市の制度に統合する。 

２７ 行政事務情報化事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 

２８ 地域情報化事業 

合併時に相模原市の制度に統合する。 

ただし、施設予約システムについては、合併

後速やかに相模原市の制度を適用する。 

２９ 統計解析事務 

合併時に相模原市の制度に統合する。 

ただし、データの一元化作業については、時

間と労力を要する作業のため、合併後速やかに

統合する。 

３０ 統計グラフコンクール事業 合併時に相模原市の制度を適用する。 

３１ 国委託統計調査 合併時に相模原市の制度に統合する。 

３２ 
県委託統計調査及び登録調査員

事務 
合併時に相模原市の制度に統合する。 

３３ 文化行政推進事業 合併時に相模原市の制度を適用する。 

３４ 相模原市民文化財団経費 現行のまま新市に引き継ぐ。 

３５ 文化施設管理運営事業 現行のまま新市に引き継ぐ。 

３６ 国際交流事業 合併時に相模原市の制度を適用する。 

３７ 国際交流ラウンジ管理事業 現行のまま新市に引き継ぐ。 

３８ 銀河連邦サガミハラ共和国事業 合併時に相模原市の制度を適用する。 
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番号 事務事業名 調整方針 

３９ 国際交流基金の運用管理 現行のまま新市に引き継ぐ。 

４０ 男女共同参画に関する事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 

４１ 
男女共同参画推進センター管理

運営事業 
現行のまま新市に引き継ぐ。 

４２ 平和思想普及啓発事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 

４３ 基地対策事業 現行のまま新市に引き継ぐ。 
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総務部会 

番号 事務事業名 調整方針 

１ 職員厚生会・職員生協 

職員厚生会については、合併時に相模原市の

制度に統合する。 

なお、各種給付事業、基金等の取扱いについ

ては、合併時までに調整する。 

職員生協については、現行のまま新市に引き

継ぐ。 

２ 
褒賞及び表彰事業（職員表彰を

除く） 
合併時に相模原市の制度に統合する。 

３ 私学振興に関する事務 合併時に相模原市の制度を適用する。 

４ 情報公開に関する事務 合併時に相模原市の制度に統合する。 

５ 個人情報の保護に関する事務 合併時に相模原市の制度に統合する。 

６ 
行政資料の収集、管理及び提供

事務 

合併時に相模原市の制度に統合する。 

なお、城山町の保有する配架資料は、現相模

原市行政資料コーナーで配架するとともに、城

山町の行政資料コーナーにおいても、新市とし

ての主要な行政資料の配架及び有償刊行物の販

売を行う。 

７ 市史編さん事業 合併時に相模原市の制度を適用する。 

８ 
（財）相模原市都市整備公社補

助金 

現行のまま新市に引き継ぐ。 

なお、公益法人そのものの調整方針について

は、別途、協議事項「一部事務組合等の取扱い」

の中で決定する。 

９ 外部監査に関する事務 合併時に相模原市の制度に統合する。 

１０ 
市民ロビー相模大野負担金に関

する事務 
現行のまま新市に引き継ぐ。 

１１ 職員定数の管理 
新市における職員定数管理計画については、

合併後速やかに新市において策定する。 
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番号 事務事業名 調整方針 

１２ 事務改善制度 合併時に相模原市の制度に統合する。 

１３ 
研修所研修事業（階層・特別・

国内・海外・自己啓発・交流） 
合併時に相模原市の制度に統合する。 

１４ 職員の公務災害及び通勤災害 合併時に相模原市の制度に統合する。 

１５ 職員の福利厚生 合併時に相模原市の制度に統合する。 

１６ 職員会館の維持管理 現行のまま新市に引き継ぐ。 

１７ 職員の健康管理 合併時に相模原市の制度に統合する。 

 



 41

財務部会 

番号 事務事業名 調整方針 

１ 
市税及び個人の県民税の収納管

理、督促、滞納処分等 

 口座振替手数料については、合併時に相模原

市の指定金融機関の口座振替手数料に統合す

る。 

 城山町の督促手数料については、合併時に廃

止する。 

２ 固定資産評価審査委員会 
委員報酬については、合併時に相模原市の制

度に統合する。 

３ 財政状況の公表 合併時に相模原市の制度に統合する｡ 

４ 
財政調整基金及び減債基金の運

用管理 
合併時に相模原市の制度に統合する｡ 

５ 指定金融機関等 

合併時に相模原市の制度に統合する。 

ただし、城山町の収納代理金融機関について

は、現行のまま新市に引き継ぐ。 

なお、統合にあたって、城山町の指定金融機

関である津久井郡農業協同組合については、新

市において収納代理金融機関とする。 

６ 電源立地地域対策交付金 合併時に相模原市の制度に統合する｡ 

７ 
相模川ダム周辺地域振興協力基

金交付金 
合併時に相模原市の制度に統合する｡ 

８ 土地開発基金の運用管理 合併時に相模原市の制度に統合する｡ 

９ 契約業者の登録及び指定 

合併時に相模原市の制度に統合する。 

当該事務は、県及び県下各自治体と共同運営

の「電子入札システム」の中で、一体で行われ

ており、平成 18 年度に平成 19～20 年度の登録

事務が一斉に行われる。このため城山町の登録

業者の内、相模原市に登録のない業者に対して

は、相模原市に登録するよう誘導を行い、合併

時に相模原市の登録業者に一本化するもの。 

１０ 用品調達基金の運用管理 現行のまま新市に引き継ぐ。 
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番号 事務事業名 調整方針 

１１ 納税貯蓄組合 現行のまま新市に引き継ぐ。 

１２ 
原動機付自転車及び小型特殊自

動車の標識の取扱い 

現行のまま新市に引き継ぐ。 

なお、城山町で交付した標識については、廃

車するまで引き続き使えるよう、経過措置を設

ける。 

１３ 
土地価格等縦覧帳簿及び家屋価

格等縦覧帳簿の縦覧 
現行のまま新市に引き継ぐ。 
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保健福祉部会 

番号 事務事業名 調整方針 

１ 小児医療費助成事業  合併時に相模原市の制度に統合する。 

２ 福祉タクシー利用料助成事業 

合併時に相模原市の制度に統合する。 

なお、合併時に城山町で対象としている身体

障害者手帳 3 級、リウマチ患者及び精神通院公

費負担医療の適用を受けている者については、

経過措置として、合併後１年間に限り、支給の

対象とする。 

３ 市心身障害者福祉手当支給事業  合併時に相模原市の制度を適用する。 

４ 社会福祉審議会事務 
中核市事務により、合併時に相模原市の制度

に統合する。 

５ 社会福祉統計調査事業 
中核市事務により、合併時に相模原市の制度

に統合する。 

６ 
民間社会福祉施設賠償責任保険

負担金 

中核市事務により、合併時に相模原市の制度

に統合する。 

７ 防災資機材の整備事業 合併時に相模原市の制度を適用する。 

８ 
さがみはら健康都市宣言普及事

業 
合併時に相模原市の制度に統合する。 

９ 保健福祉センター 

合併時に相模原市の制度に統合する。 

なお、保健福祉圏域における保健福祉センタ

ーのあり方については、合併後新市において検

討する。 

１０ 
社会福祉法人、社会福祉施設等

に係る認可、指導等 

中核市事務により、合併時に相模原市の制度

に統合する。 

１１ 
支援費制度における指定事業

者・施設等指導監査 

中核市事務により、合併時に相模原市の制度

に統合する。 

１２ 民生委員審査専門分科会事務 
中核市事務により、合併時に相模原市の制度

に統合する。 

１３ 民生（児童）委員活動事業 

合併時に相模原市の制度に統合する。 

ただし、法定協議会の設置数については、現

行のまま新市に引き継ぐ。 
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番号 事務事業名 調整方針 

１４ 人権啓発事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 

１５ 市民福祉の集い開催事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 

１６ 
社会福祉功労者、福祉作文等入

賞者表彰事業 
合併時に相模原市の制度に統合する。 

１７ 社会福祉協議会運営助成事業 

合併時に相模原市の制度に統合する。 

なお、市町の社会福祉協議会の合併について

は、法人間で協議中である。 

１８ 社会福祉事業振興資金補助金 
中核市事務により、合併時に相模原市の制度

に統合する。 

１９ 
地区社会福祉協議会育成推進事

業補助金 
合併時に相模原市の制度を適用する。 

２０ 地域福祉計画策定事業 

合併後速やかに相模原市の制度を適用する。 

なお、計画の運用にあたっては、城山町の地

域性などを尊重する。 

２１ 社会福祉基金運用事業補助金 合併時に相模原市の制度を適用する。 

２２ 社会福祉基金積立金 合併時に相模原市の制度に統合する。 

２３ 福祉機器展示室運営事業 現行のまま新市に引き継ぐ。 

２４ 人命救助者等見舞金 合併時に相模原市の制度を適用する。 

２５ 在宅福祉サービス供給事業 合併時に相模原市の制度を適用する。 

２６ 低所得者等援護事業 合併時に相模原市の制度を適用する。 

２７ 災害援護事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 
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番号 事務事業名 調整方針 

２８ 行事等災害見舞金 合併時に相模原市の制度に統合する。 

２９ 
ボランティア活動指導者等災害

保障保険料 
合併時に相模原市の制度を適用する。 

３０ 慰霊塔の維持管理 現行のまま新市に引き継ぐ。 

３１ 慰霊祭開催事業 現行のまま新市に引き継ぐ。 

３２ 戦争犠牲者援護事業 

合併時に相模原市の制度に統合する。 

なお､補助金額については、合併後新市におい

て検討する。 

３３ 行旅病人・死亡人の取扱い 

合併時に相模原市の制度に統合する。 

なお、納骨場所については、合併後新市にお

いて検討する。 

３４ 各種社会福祉団体補助金 

合併時に相模原市の制度に統合する。 

なお、補助金額については、合併後新市にお

いて検討する。 

３５ 防災ボランティア推進事業 合併時に相模原市の制度を適用する。 

３６ 生活保護施設運営費補助金 
中核市事務により、合併時に相模原市の制度

に統合する。 

３７ 

生活保護法に規定する医療機関

及び介護機関の指定、指導及び

施術機関の登録 

中核市事務により、合併時に相模原市の制度

に統合する。 

３８ 
生活保護法に規定する保護施設

等 

中核市事務により、合併時に相模原市の制度

に統合する。 

３９ 市民福祉会館の管理運営事業 現行のまま新市に引き継ぐ。 

４０ 保健福祉総合相談事業 

合併時に相模原市の制度を適用する。 

なお、適用にあたっては、保健福祉総合相談

システムの設置や保健福祉総合相談窓口のあり

方も併せて検討する。 
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番号 事務事業名 調整方針 

４１ 

保健及び福祉に係る相談並びに

サービスの決定（福祉事務所の

主管に属するものを除く） 

合併時に相模原市の制度に統合する。 

４２ 
保健福祉サービス調整機構の運

営 
合併時に相模原市の制度を適用する。 

４３ 重度障害者医療費助成事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 

４４ 障害者歯科診療事業 合併時に相模原市の制度を適用する。 

４５ ひとり親家庭等医療費助成事業 現行のまま新市に引き継ぐ。 

４６ 老人保健医療給付費 現行のまま新市に引き継ぐ。 

４７ 老人保健医療審査支払手数料 現行のまま新市に引き継ぐ。 

４８ 地域保健医療審議会事務 合併後速やかに相模原市の制度を適用する。 

４９ 急病診療事業 

合併時に相模原市の制度を適用する。 

なお、そのあり方については、合併後新市に

おいて検討する。 

５０ 災害時医療救護体制整備事業 

災害時医療救護検討会については、合併後速

やかに相模原市の制度を適用する。 

なお、災害時医薬品の更新については、新た

な地域防災計画の策定状況を見ながら検討す

る。 

５１ 地域医療事業 

保健衛生思想啓発普及事業及び高度医療機器

共同利用事業については、合併時に相模原市の

制度を適用する。 

地域医療協力事業補助金及び津久井地域診療

所維持管理費については、現行のまま新市に引

き継ぐ。 
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番号 事務事業名 調整方針 

５２ 看護職員確保対策事業 

「看護の心」啓発普及事業、院内保育施設運

営費補助金及び看護師等修学資金貸付事業につ

いては、合併時に相模原市の制度を適用する。 

ナースセンター運営費補助金、相模原看護専

門学校運営費補助金、相模原准看護学院運営費

補助金及び看護職員養成施設維持管理費につい

ては、現行のまま新市に引き継ぐ。 

５３ 各種医療関係団体補助金 

現行のまま新市に引き継ぐ。 

なお、そのあり方については、合併後新市に

おいて検討する。 

５４ 高齢者入所判定委員会運営事業 合併時に相模原市の制度を適用する。 

５５ 高齢者保健福祉計画推進事業 合併時に新市において検討する。 

５６ 高齢者大学運営事業 合併時に相模原市の制度を適用する。 

５７ 生きがい農園運営事業 合併時に相模原市の制度を適用する。 

５８ シルバー人材センター育成事業 

速やかに相模原市の制度に統合する。 

ただし、相模原市のシルバー人材センターと

城山町の生きがい事業団が合併することが前提

となる。 

５９ 老人クラブ補助金 合併時に相模原市の制度に統合する。 

６０ 老人いこいの家の維持管理 現行のまま新市に引き継ぐ。 

６１ 福祉施策紹介冊子作成事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 

６２ 敬老会開催事業 

現行のまま新市に引き継ぐ。 

なお、敬老会のあり方については、合併後新

市において検討する。 

６３ 敬老訪問事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 
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番号 事務事業名 調整方針 

６４ 敬老祝金等支給事業 

合併時に相模原市の制度に統合する。 

なお、敬老訪問事業との統合や事業見直しに

ついては、合併後新市において検討する。 

６５ 高齢者能力活用施設運営事業 合併時に相模原市の制度を適用する。 

６６ れんげの里あらいその管理運営 現行のまま新市に引き継ぐ。 

６７ 高齢者住宅設備改善費助成事業 合併時に相模原市の制度を適用する。 

６８ 慰問品支給事業 

合併時に相模原市の制度に統合する。 

なお、事業内容については、合併後新市にお

いて見直しを行う。 

６９ 日常生活用具給付事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 

７０ 
はり、きゅう、マッサージ施術

料助成事業 

合併時に相模原市の制度を適用する。 

なお、事業内容については、合併後新市にお

いて見直しを行う。 

７１ 老人ホーム入所措置事業 現行のまま新市に引き継ぐ。 

７２ 
在日外国人高齢者等福祉給付金

支給事業 
合併時に相模原市の制度を適用する。 

７３ 
特別養護老人ホーム等建設費補

助金 

中核市事務により、合併時に相模原市の制度

に統合する。 

７４ 軽費老人ホーム事務費補助金 
中核市事務により、合併時に相模原市の制度

に統合する。 

７５ 高齢者福祉施設運営費補助金 
中核市事務により、合併時に相模原市の制度

に統合する。 

７６ 
施設入所高齢者福祉給付金支給

事業 

中核市事務により、合併時に相模原市の制度

に統合する。 

７７ 老人福祉センターの管理運営 現行のまま新市に引き継ぐ。 
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番号 事務事業名 調整方針 

７８ 介護老人保健施設建設費補助金 
中核市事務により、合併時に相模原市の制度

に統合する。 

７９ 
市立高齢者デイサービスセンタ

ー等の管理運営 
現行のまま新市に引き継ぐ。 

８０ ゲートボール場維持管理 現行のまま新市に引き継ぐ。 

８１ 
特別養護老人ホーム等建設費借

入償還金補助金 
合併時に相模原市の制度を適用する。 

８２ 
介護老人保健施設建設費借入償

還金補助金 
合併時に相模原市の制度を適用する。 

８３ 生きがい対策事業 現行のまま新市に引き継ぐ。 

８４ 高齢者入浴サービス事業 現行のまま新市に引き継ぐ。 

８５ 
津久井地域福祉センターの維持

管理 
現行のまま新市に引き継ぐ。 

８６ ひとり暮らし老人対策事業 合併時に廃止する。 

８７ 
特別養護老人ホーム等改修費補

助金 
合併時に相模原市の制度を適用する。 

８８ 
ねたきり高齢者等移送サービス

利用助成事業 

現行のまま新市に引き継ぐ。 

なお、移送サービス事業のあり方については、

合併後新市において検討する。 

８９ 寝具消毒乾燥事業 合併時に相模原市の制度を適用する。 

９０ 家事援助事業 合併時に相模原市の制度を適用する。 

９１ 住宅改修相談事業 

合併時に相模原市の制度に統合する。 

なお、相談員の配置場所については、合併後

新市において検討する。 
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番号 事務事業名 調整方針 

９２ 
ねたきり高齢者出張理美容サー

ビス助成事業 
合併時に相模原市の制度を適用する。 

９３ 生きがいデイサービス事業 
合併後３年間で段階的に相模原市の制度に統

合する。 

９４ 緊急一時入所事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 

９５ 生活援助員派遣事業 合併時に相模原市の制度を適用する。 

９６ 緊急通報システム運営事業 
合併後３年間で段階的に相模原市の制度に統

合する。 

９７ 電話貸与事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 

９８ 高齢者・障害者虐待防止体制 合併時に相模原市の制度を適用する。 

９９ 
ねたきり高齢者等おむつ支給事

業 

合併後３年を目途に相模原市の制度に統合す

る。 

１００ 閉じこもり予防事業 合併時に相模原市の制度を適用する。 

１０１ 
社会福祉審議会児童福祉専門分

科会 

中核市事務により、合併時に相模原市の制度

に統合する。 

１０２ 婦人保護事業 

一般市事務により、合併時に相模原市の制度

に統合する。 

なお、相談員の配置等については、庁内調整

が必要となる。 

１０３ 幼児養育費の助成 

合併時に相模原市の制度を適用する。 

なお、平成１８年度に事業のあり方について

検討する。 

１０４ 児童手当・特例給付事務 現行のまま新市に引き継ぐ。 

１０５ 
助産施設母子生活支援施設入所

委託事業 

一般市事務により、合併時に相模原市の制度

に統合する。 
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番号 事務事業名 調整方針 

１０６ 
（仮称）子どもの権利条例制定

事業 
合併時に相模原市の制度を適用する。 

１０７ 
次世代育成支援行動計画進行管

理事業 

合併後速やかに相模原市の制度に統合する。 

なお、統合にあたっては、相模原市の計画を

基本とし、城山町の計画との整合を図る。  

１０８ 
ファミリー・サポート・センタ

ー推進事業 
合併後速やかに相模原市の制度を適用する。 

１０９ 
児童扶養手当の認定及び支給事

務 

現行のまま新市に引き継ぐ。 

ただし、認定及び支給事務については、一般

市事務により、合併時に相模原市の制度に統合

する。 

１１０ 母子・父子家庭等援護事業 

母子・父子家庭等福祉手当については、合併

時に相模原市の制度に統合する。 

なお、統合にあたっては、支給対象者の範囲

が変わることから、町民への周知等について検

討する。 

母子・父子家庭等高校進学・就職支度金につ

いては、合併時に相模原市の制度を適用する。 

母子福祉資金等利子補給については、合併時

に相模原市の制度を適用する。 

１１１ 母子相談事業 

一般市事務により、合併時に相模原市の制度

に統合する。 

なお、相談員の配置等については、庁内調整

が必要となる。 

１１２ 母子家庭等自立支援事業 
中核市事務により、合併時に相模原市の制度

に統合する。 

１１３ 母子家庭等日常生活支援事業 
中核市事務により、合併時に相模原市の制度

に統合する。 

１１４ ひとり親家庭生活支援事業 
中核市事務により、合併時に相模原市の制度

に統合する。 

１１５ 母親クラブ育成事業 合併時に相模原市の制度を適用する。 

１１６ 母子福祉資金貸付事業 
中核市事務により、合併時に相模原市の制度

に統合する。 
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番号 事務事業名 調整方針 

１１７ 特別児童扶養手当の調整事務 合併時に相模原市の制度に統合する。 

１１８ 
ひとり親家庭等証明書等発行事

務 
合併時に相模原市の制度に統合する。 

１１９ 子育て広場事業 合併時に相模原市の制度を適用する。 

１２０ 要保護事業対策地域協議会事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 

１２１ 家庭児童相談事業 

一般市事務により、合併時に相模原市の制度

に統合する。 

なお、相談員の配置等については、庁内調整

が必要となる。 

１２２ 児童虐待防止事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 

１２３ 育児支援家庭訪問事業 合併時に相模原市の制度を適用する。 

１２４ 児童遊園維持管理事業 ３年以内に相模原市の制度に統合する。 

１２５ 子どもの広場助成事業 合併時に相模原市の制度を適用する。 

１２６ 児童館管理運営事業 合併時に相模原市の制度を適用する。 

１２７ 児童クラブ管理運営事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 

１２８ 民間児童クラブ運営費補助金 合併時に相模原市の制度を適用する。 

１２９ 児童クラブ整備事業 

合併時に相模原市の制度を適用する。 

なお、児童クラブの設置基準については、合

併後新市において検討する。 

１３０ こどもセンター管理運営事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 
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番号 事務事業名 調整方針 

１３１ こどもセンター建設事業 合併時に相模原市の制度を適用する。 

１３２ 保育料 合併時に相模原市の制度に統合する。 

１３３ 公立保育所の管理運営 
合併後３年間で段階的に相模原市の制度に統

合する。 

１３４ 認定保育室補助金 合併時に相模原市の制度に統合する。 

１３５ コミュニティ保育推進事業 合併時に相模原市の制度を適用する。 

１３６ 児童福祉関係団体補助金 合併時に相模原市の制度を適用する。 

１３７ 入所児童災害見舞金 合併時に相模原市の制度に統合する。 

１３８ 民間保育所入所児童保育委託 合併時に相模原市の制度を適用する。 

１３９ 民間保育所助成費 合併時に相模原市の制度を適用する。 

１４０ 家庭保育福祉員委託事業 

合併後３年以内に廃止の方向で検討する。 

なお、廃止にあたっては、地域の保育需用の

実情等を踏まえ検討を進める。 

１４１ 保育所施設整備事業 
合併後３年間で段階的に相模原市の制度を適

用する。 

１４２ 公立保育所民営化推進事業 

合併時に相模原市の制度を適用する。 

なお、公立保育園の運営のあり方については、

合併後新市において検討する。 

１４３ 保育所の設置認可等 
中核市事務により、合併時に相模原市の制度

に統合する。 

１４４ 認可外保育施設支援事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 
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番号 事務事業名 調整方針 

１４５ 
社会福祉審議会身体障害者福祉

専門分科会・審査部会 

中核市事務により、合併時に相模原市の制度

に統合する。 

１４６ 

社会福祉協議会補助金（障害

者・高齢者財産保全管理センタ

ー運営費） 

合併時に相模原市の制度を適用する。 

１４７ 福祉バス提供事業 合併時に相模原市の制度を適用する。 

１４８ 障害者福祉団体補助金 合併後速やかに相模原市の制度に統合する。 

１４９ 障害者自立支援制度経費 合併時に相模原市の制度に統合する。 

１５０ 障害福祉相談事業 
中核市事務により、合併時に相模原市の制度

に統合する。 

１５１ 身体障害者福祉車両等運行事業 

現行のまま新市に引き継ぐ。 

なお、事業のあり方については、合併後新市

において検討する。 

１５２ 障害児者入浴サービス事業 合併時に相模原市の制度を適用する。 

１５３ 重症心身障害児者通園事業 
中核市事務により、合併時に相模原市の制度

に統合する。 

１５４ 
手話・要約筆記通訳者養成・派

遣事業 

合併後３年間で段階的に相模原市の制度に統

合する。 

１５５ 
身体障害者スポーツ・レクリエ

ーション等事業 
合併時に相模原市の制度に統合する。 

１５６ 身体障害児者介護給付費 合併時に相模原市の制度に統合する。 

１５７ 
身体障害児者補装具・日常生活

用具給付事業 
合併時に相模原市の制度に統合する。 

１５８ 自立支援医療給付（更生医療） 合併時に相模原市の制度に統合する。 

１５９ 障害者手帳交付診断料助成事業 合併時に廃止する。 
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番号 事務事業名 調整方針 

１６０ 住宅設備改善費助成事業 
中核市事務により、合併時に相模原市の制度

に統合する。 

１６１ 自動車運転訓練費助成事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 

１６２ 自動車改造費助成事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 

１６３ 自動車燃料費助成事業 

合併時に相模原市の制度に統合する。 

なお、合併時に城山町で対象としている身体

障害者手帳 3 級、リウマチ患者及び精神通院公

費負担医療の適用を受けている者については、

経過措置として、合併後１年間に限り、支給の

対象とする。 

１６４ 障害児者宿泊費助成事業 合併時に相模原市の制度を適用する。 

１６５ 更生訓練費等支給事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 

１６６ 特別障害者等福祉手当支給事業 
一般市事務により、合併時に相模原市の制度

に統合する。 

１６７ 
在日外国人障害者等福祉給付金

支給事業 
合併時に相模原市の制度を適用する。 

１６８ 
身体障害者ケア付住宅設置運営

事業 
合併時に相模原市の制度を適用する。 

１６９ 
身体障害者ケア付住宅家賃助成

事業 
合併時に相模原市の制度を適用する。 

１７０ 
重症心身障害児施設建設資金借

入償還金補助事業 
合併時に相模原市の制度を適用する。 

１７１ 
民営鉄道駅舎垂直移動施設整備

事業補助金 
現行のまま新市に引き継ぐ。 

１７２ 身体障害者手帳交付事務 
中核市事務により、合併時に相模原市の制度

に統合する。 

１７３ 
在宅障害者家庭内作業指導運営

事業 
合併時に相模原市の制度を適用する。 
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番号 事務事業名 調整方針 

１７４ 障害者地域作業所運営事業 

合併時に相模原市の制度に統合する。 

なお、合併時までに指定管理者制度及び障害

者自立支援法のサービス体系に向けた整理を行

う。 

１７５ 
障害者小規模通所授産施設運営

事業 
合併時に相模原市の制度に統合する。 

１７６ 
障害者地域活動センター設置運

営事業 
合併時に相模原市の制度を適用する。 

１７７ 
精神障害者地域生活支援センタ

ー運営事業 

現行のまま新市に引き継ぐ。 

なお、城山町の施設については、その位置付

けについて３年を目途に検討を進める。 

１７８ 
知的障害者スポーツ・レクリエ

ーション等事業 
合併時に相模原市の制度を適用する。 

１７９ 知的障害児者介護給付費 合併時に相模原市の制度に統合する。 

１８０ 生活ホーム等設置運営事業 
中核市事務により、合併時に相模原市の制度

に統合する。 

１８１ 生活ホーム等家賃助成事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 

１８２ 
更生施設等通園・通所者交通費

助成事業 
合併時に相模原市の制度に統合する。 

１８３ 施設入所医療費等経費 合併時に相模原市の制度を適用する。 

１８４ 
障害者福祉的就労協力事業所奨

励事業 
合併時に相模原市の制度に統合する。 

１８５ 
障害者地域作業所等健康診断事

業補助金 
合併時に相模原市の制度を適用する。 

１８６ 障害者一時ケア事業補助金 合併時に相模原市の制度を適用する。 

１８７ 障害福祉施設運営費補助金 
中核市事務により、合併時に相模原市の制度

に統合する。 

１８８ 
知的障害者援護施設建設資金借

入償還金補助事業 
合併時に相模原市の制度を適用する。 
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番号 事務事業名 調整方針 

１８９ 社会福祉事業団経費 合併時に相模原市の制度を適用する。 

１９０ 保育支援検討委員会運営事業 合併時に相模原市の制度を適用する。 

１９１ 障害者福祉計画 

合併後速やかに相模原市の制度に統合する。 

なお、統合にあたっては、城山町の計画の内

容、期間、指標の設定等を考慮し、新市全域を

対象とする計画を策定する。それまでの間は、

現行の計画を地域別計画とする。 

１９２ 
身体障害者福祉法に規定する売

店設置に係る協議等 
現行のまま新市に引き継ぐ。 

１９３ 
指定居宅支援事業者、指定施設

等の指定 

中核市事務により、合併時に相模原市の制度

に統合する。 

１９４ 障害者支援センターの管理運営 現行のまま新市に引き継ぐ。 

１９５ けやき体育館の管理運営 現行のまま新市に引き継ぐ。 

１９６ 
市立身体障害者デイサービスセ

ンターの管理運営 
現行のまま新市に引き継ぐ。 

１９７ 進行性筋萎縮症療養給付 合併時に相模原市の制度を適用する。 

１９８ 障害者地域作業所指導監査 合併時に相模原市の制度を適用する。 

１９９ 
在宅重度身体障害児者訪問審査

事業 
合併時に廃止する。 

２００ 
老人福祉法に規定する福祉の措

置 
現行のまま新市に引き継ぐ。 

２０１ 
児童福祉法に規定する福祉の措

置及び保育の実施 
合併時に相模原市の制度に統合する。 

２０２ 
母子及び寡婦福祉法に規定する

福祉の措置 

一般市事務により、合併時に相模原市の制度

に統合する。 
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番号 事務事業名 調整方針 

２０３ 
身体障害者福祉法に規定する福

祉の措置 
現行のまま新市に引き継ぐ。 

２０４ 
知的障害者福祉法に規定する福

祉の措置 
現行のまま新市に引き継ぐ。 

２０５ 

生活保護法に規定する保護の決

定、実施その他生活保護法の施

行に関する事務 

一般市事務により、合併時に相模原市の制度

に統合する。 

２０６ 婦人保護事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 

２０７ 老人福祉施設入所者費用の決定 現行のまま新市に引き継ぐ。 

２０８ 児童福祉施設入所者費用の決定 合併時に相模原市の制度に統合する。 

２０９ 

身体及び知的の障害児者に対す

る介護給付費及び訓練等給付費

の支給要否決定並びに施設訓練

等支援費の支給決定 

現行のまま新市に引き継ぐ。 

２１０ 
身体障害者更生援護施設入所者

費用の決定 
現行のまま新市に引き継ぐ。 

２１１ 
知的障害者援護施設入所者費用

の決定 
現行のまま新市に引き継ぐ。 

２１２ 
特別児童扶養手当の認定請求事

務 
現行のまま新市に引き継ぐ。 

２１３ 
障害児福祉手当、特別障害者手

当等の決定 

一般市事務により、合併時に相模原市の制度

に統合する。 

２１４ 
重度心身障害者等福祉手当の決

定 
合併時に相模原市の制度を適用する。 

２１５ 

高齢者に対する在宅福祉サービ

ス（保健福祉総合相談課、高齢

者福祉課、津久井福祉課及び相

模湖福祉課の主管に属するもの

を除く）の決定 

合併時に相模原市の制度に統合する。 



 59

 

番号 事務事業名 調整方針 

２１６ 

身体及び知的の障害児者に対す

る在宅福祉サービス(保健福祉

総合相談課、障害福祉課、津久

井福祉課及び相模湖福祉課の主

管に属するものを除く)の決定 

合併時に相模原市の制度に統合する。 

２１７ 
母子・父子相談、女性相談、家

庭児童相談その他福祉相談事業 

一般市事務により、合併時に相模原市の制度

に統合する。 

２１８ 法外援護事務 合併時に相模原市の制度を適用する。 

２１９ 陽光園管理運営事業 

合併時に相模原市の制度に統合する。 

ただし、第一陽光園、第二陽光園及び第三陽

光園については、現行のまま新市に引き継ぐ。 
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市民部会 

番号 事務事業名 調整方針 

１ 地域振興  合併後３年を目途に見直しを行う。 

２ 火葬費助成事業  合併時に廃止する。 

３ 戸籍情報システム維持管理事業  合併時に相模原市の制度に統合する。 

４ 地域市民まつり助成事業 

現行のまま新市に引き継ぐ。 

なお、城山町については、合併後に対象とな

る地域規模等の交付基準の見直しを行い事業を

推進する。 

５ ふれあい広場事業 

現行のまま新市に引き継ぐ。 

なお、城山町への設置については、合併後に

設置基準の見直しを行い設置を進める。 

６ 防災資機材整備事業 合併時に相模原市の制度を適用する。 

７ 出張所維持管理事業 現行のまま新市に引き継ぐ。 

８ 
市民健康文化センターの管理運

営事業 
現行のまま新市に引き継ぐ。 

９ 斎場の管理運営事業 現行のまま新市に引き継ぐ。 

１０ 地域センター管理運営事業 現行のまま新市に引き継ぐ。 

１１ 広場設置費補助事業 
合併時は現行どおりとし、合併後３年を目途

に見直すものとする。 

１２ 相談事業（市民相談） 

合併後３年を目途に相模原市の制度に統合す

る。 

なお、統合にあたっては、城山町で相談需要

の測定を行い、相談場所､相談日、相談体制を確

定する。 
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番号 事務事業名 調整方針 

１３ 相談事業（法律相談） 

合併後３年を目途に相模原市の制度に統合す

る。 

なお、統合にあたっては、城山町で相談需要

の測定を行い、開催回数、委託先の見直しを行

う。 

１４ 相談事業（特設相談） 

合併後３年を目途に相模原市の制度に統合す

る。 

なお、統合にあたっては、城山町で相談需要

の測定を行い、相談項目の見直しを行う。 

１５ 人権擁護委員 
城山町にある連絡会は、合併時に廃止し、相

模原人権擁護委員協議会と一本化する。 

１６ 行政相談委員 

合併時に相模原市の制度に統合する。 

なお、城山町の行政相談委員は、相模原市行

政相談委員連絡会に合流する。 

１７ 地域市政懇談会 合併時に相模原市の制度に統合する。 

１８ 市政世論調査 合併時に相模原市の制度を適用する。 

１９ 市政モニター 合併時に相模原市の制度を適用する。 

２０ 市内施設めぐり 合併時に相模原市の制度を適用する。 

２１ 市民と市長が語る会 合併時に相模原市の制度に統合する。 

２２ こども議会 合併時に相模原市の制度を適用する。 

２３ 
わたしの提案（市長への手紙）、

陳情等に関する事務 
合併時に相模原市の制度に統合する。 
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番号 事務事業名 調整方針 

２４ 戸籍住民課連絡所維持管理事業 現行のまま新市に引き継ぐ。 

２５ 日直代行員経費 合併時に相模原市の制度に統合する。 

２６ 住居表示整備事業 現行のまま新市に引き継ぐ。 

２７ 

戸籍、住民基本台帳及び印鑑登

録事務（統計、総括及び指導を

含む） 

現行のまま新市に引き継ぐ。 

２８ 外国人登録事務 

合併時に相模原市の制度に統合する。 

なお、原票管理は本庁での一元管理とし、城

山町で取扱う各種申請については、現行のサー

ビス水準を維持する方向で調整する。 

２９ 住民基本台帳カードの発行 合併時に相模原市の制度に統合する。 

３０ 公的個人認証事務 合併時に相模原市の制度に統合する。 

３１ 

埋火葬許可及び改葬許可並びに

斎場火葬炉使用承認事務（身体

の一部に係るものを除く） 

現行のまま新市に引き継ぐ。 

３２ 
死体解剖保存法第 13 条に規定

する死体交付証明書の交付 
現行のまま新市に引き継ぐ。 

３３ 
相続税法第 58 条に規定する通

知事務 
現行のまま新市に引き継ぐ。 

３４ 

破産者、禁治産者、準禁治産者、

成年被後見人及び犯罪人名簿に

関する事務 

現行のまま新市に引き継ぐ。 

３５ 
公職選挙法第11条第3項及び第

29条第1項に規定する通知事務 
現行のまま新市に引き継ぐ。 

３６ 人口動態調査 現行のまま新市に引き継ぐ。 
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番号 事務事業名 調整方針 

３７ 住民実態調査 現行のまま新市に引き継ぐ。 

３８ 自動車臨時運行許可 現行のまま新市に引き継ぐ。 

３９ 自衛官募集 合併時に相模原市の制度に統合する。 

４０ 
児童手当に係る認定請求書等の

受理 
合併時に相模原市の制度に統合する。 

４１ 
国民年金に係る資格取得届書等

の受理 
現行のまま新市に引き継ぐ。 

４２ 
介護保険に係る資格者証の作成

交付及び認定申請書等の受付 
現行のまま新市に引き継ぐ。 

４３ 

国民健康保険に係る被保険者証

及び高齢受給者証の作成交付並

びに出産育児一時金及び葬祭費

の支給申請書の受付 

現行のまま新市に引き継ぐ。 

４４ 
妊娠届出書の受付及び母子健康

手帳の交付 
合併時に相模原市の制度に統合する。 

４５ し尿の処理に係る届出書の受付 合併時に相模原市の制度に統合する。 

４６ 

学齢児童及び生徒に係る入学期

日の通知及び就学すべき学校の

指定 

合併時に相模原市の制度に統合する。 

４７ 
証明書自動交付機システム維持

管理事業 

現行のまま新市に引き継ぐ。 

なお、城山町への設置については、新市にお

いて検討する。 

４８ 
住民基本台帳ネットワークシス

テム維持管理事業 
合併時に相模原市の制度に統合する。 

４９ 
住民基本台帳事務オペレーショ

ン委託業務 
合併時に相模原市の制度を適用する。 

５０ 地番整理事業 現行のまま新市に引き継ぐ。 
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番号 事務事業名 調整方針 

５１ 国民年金事務 合併時に相模原市の制度に統合する。 

５２ 防犯活動等推進事業 現行のまま新市に引き継ぐ。 

５３ 連合防犯協会補助金 合併時に相模原市の制度に統合する。 

５４ 交通安全思想普及啓発事業 

合併時に相模原市の制度に統合する。 

なお、交通整理員の取扱いについては、「学童

通学路安全指導員」（相模原市学務課所管）へ移

管する。 

５５ 交通安全教室事業 

合併時に相模原市の制度に統合する。 

なお、事業実施にあたっては、現行の交通安

全指導員数で行う。 

５６ 交通安全団体補助金 合併時に相模原市の制度に統合する。 

５７ 交通指導隊事業 

合併後、３年以内に廃止の方向で調整する。 

なお、当制度が交通安全に果たしてきた役割、

また、その歴史等から、直ちに廃止することは

困難であるため、合併後、３年間で交通安全協

会の交通安全指導員制度に移行する。 

５８ 
安全・安心まちづくり推進協議

会補助金 
現行のまま新市に引き継ぐ。 

５９ 消費者啓発事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 

６０ 消費者保護事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 

６１ 消費生活推進事業 合併時に相模原市の制度を適用する。 

６２ 計量検査等事業 
中核市事務により、合併時に相模原市の制度

に統合する。 
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番号 事務事業名 調整方針 

６３ 

家庭用品品質表示法及び消費生

活用製品安全法に規定する表示

監視 

現行のまま新市に引き継ぐ。 

６４ 窓口業務の取扱い 現行のまま新市に引き継ぐ。 

６５ 出張所の維持管理及び秩序保持 現行のまま新市に引き継ぐ。 
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経済部会 

番号 事務事業名 調整方針 

１ 畜産振興事業 
 合併後３年以内に段階的に相模原市の制度に

統合する。 

２ 産業振興ビジョン推進事業 

現行のまま新市に引き継ぐ。 

なお、「さがみはら産業振興ビジョン」等につ

いては、合併後新市において見直しを行う。 

３ 商工団体等補助金 現行のまま新市に引き継ぐ。 

４ 工業団体育成事業 合併時に相模原市の制度を適用する。 

５ 
新事業創出促進事業（産業振興

課分） 
合併時に相模原市の制度を適用する。 

６ 青年起業家育成基金積立金 合併時に相模原市の制度を適用する。 

７ 
工業集積促進事業（産業振興課

分） 
合併時に相模原市の制度を適用する。 

８ 中小企業経営安定対策事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 

９ 中小企業景気対策事業 合併時に相模原市の制度を適用する。 

１０ 相模原市産業振興財団補助金 現行のまま新市に引き継ぐ。 

１１ 産業会館の管理運営 現行のまま新市に引き継ぐ。 

１２ 事業協同組合等の設立認可等 現行のまま新市に引き継ぐ。 

１３ 
工業地域等における住宅開発の

指導 
合併時に相模原市の制度を適用する。 

１４ 
工業立地法に規定する届出、勧

告等 
現行のまま新市に引き継ぐ。 

１５ 中小企業経営革新支援事業 合併時に相模原市の制度を適用する。 
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番号 事務事業名 調整方針 

１６ 
工業集積促進事業（企業立地推

進室分） 
合併時に相模原市の制度に統合する。 

１７ 商業地形成事業 合併時に相模原市の制度を適用する。 

１８ 中心市街地活性化推進事業 合併時に相模原市の制度を適用する。 

１９ 商店街振興支援事業 合併時に相模原市の制度を適用する。 

２０ 商店街活性化事業補助金 合併時に相模原市の制度を適用する。 

２１ 商業実態調査事業 合併時に相模原市の制度を適用する。 

２２ 買物公園道路維持管理事業 現行のまま新市に引き継ぐ。 

２３ 商業団体育成事業 合併時に相模原市の制度を適用する。 

２４ 
新事業創出促進事業（商業サー

ビス業課分） 
合併時に相模原市の制度を適用する。 

２５ 市民まつり開催事業 

現行のまま新市に引き継ぐ。 

なお、城山町のまつりは「相模原市観光振興

計画」に基づき位置付けを行う。 

２６ 観光宣伝事業 現行のまま新市に引き継ぐ。 

２７ キャンプ場管理運営事業 現行のまま新市に引き継ぐ。 

２８ 観光事業補助金 

現行のまま新市に引き継ぐ。 

なお、城山町の観光事業は「相模原市観光振

興計画」に基づき位置付けを行う。 

２９ 地域活性化イベント事業補助金 

現行のまま新市に引き継ぐ。 

なお、城山町のイベントは「相模原市観光振

興計画」に基づき位置付けを行う。 
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番号 事務事業名 調整方針 

３０ 市観光協会補助金 現行のまま新市に引き継ぐ。 

３１ 相模の大凧センター経費 現行のまま新市に引き継ぐ。 

３２ たてしな自然の村管理運営事業 現行のまま新市に引き継ぐ。 

３３ 相模川自然の村管理運営事業 現行のまま新市に引き継ぐ。 

３４ 観光施設維持管理事業 現行のまま新市に引き継ぐ。 

３５ 
東海・首都圏自然歩道管理受託

事業 
現行のまま新市に引き継ぐ。 

３６ 道志川流域振興事業 現行のまま新市に引き継ぐ。 

３７ ダム対策に関すること 合併時に相模原市の制度に統合する。 

３８ 
森林ミュージアムの推進に関す

ること 
現行のまま新市に引き継ぐ。 

３９ 
北丹沢文化の森の推進に関する

こと 
現行のまま新市に引き継ぐ。 

４０ 
宮ヶ瀬湖鳥居原周辺整備に関す

ること 
現行のまま新市に引き継ぐ。 

４１ 交流の里づくり事業 現行のまま新市に引き継ぐ。 

４２ 
青野原道志川の家の管理運営事

業 
現行のまま新市に引き継ぐ。 

４３ 
緑の休暇村センターの管理運営

事業 
現行のまま新市に引き継ぐ。 

４４ ふるさとの森運営・育成指導 現行のまま新市に引き継ぐ。 



 69

 

番号 事務事業名 調整方針 

４５ 市立相模湖記念館運営事業 現行のまま新市に引き継ぐ。 

４６ 自然公園法に関する事務 現行のまま新市に引き継ぐ。 

４７ フィルムコミッション事業 

現行のまま新市に引き継ぐ。 

なお、合併時までに新市全体の制度のあり方

を検討する。 

４８ 温泉管理事業 現行のまま新市に引き継ぐ。 

４９ 観光振興計画策定事業 

現行のまま新市に引き継ぐ。 

なお、合併後速やかに新市全体の制度のあり

方を検討する。 

５０ 雇用促進事業 合併時に相模原市の制度を適用する。 

５１ 就職面接会等開催事業 合併時に相模原市の制度を適用する。 

５２ 技能功労者表彰事業 合併時に相模原市の制度を適用する。 

５３ 勤労者福祉事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 

５４ 
勤労者総合福祉センター管理運

営事業 
現行のまま新市に引き継ぐ。 

５５ 各種労働関係団体補助金 合併時に相模原市の制度に統合する。 

５６ 
中小企業勤労者福祉サービスセ

ンター補助金 
現行のまま新市に引き継ぐ。 

５７ 無料職業紹介事業 合併時に相模原市の制度を適用する。 

５８ 伝統技能チャレンジャー事業 合併時に相模原市の制度を適用する。 
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番号 事務事業名 調整方針 

５９ ニートフリーター就労支援事業 合併時に相模原市の制度を適用する。 

６０ 子ども商業体験事業 合併時に相模原市の制度を適用する。 

６１ 経営・生産対策推進会議 合併時に廃止の方向で検討する。 

６２ 営農センター助成事業 

現行のまま新市に引き継ぐ。 

なお、事業内容については、合併後新市にお

いて見直しを行う。 

６３ 認定農業者育成事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 

６４ 米の数量調整実施事業 

合併時に相模原市の制度に統合する。 

ただし、水田農業ビジョンについては、合併

後新市において速やかに見直しを行う。 

６５ 環境保全型農業導入支援事業 現行のまま新市に引き継ぐ。 

６６ 農産物振興対策事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 

６７ 営農対策事業 

合併時に相模原市の制度に統合する。 

ただし、有害鳥獣対策事業については、町の

実施状況を踏まえ、合併後速やかに統合する。 

６８ 
農業後継者・担い手確保対策事

業 
現行のまま新市に引き継ぐ。 

６９ 地場農産物ブランド化促進事業 

現行のまま新市に引き継ぐ。 

なお、ブランド名称等については、合併後新

市において検討する。 

７０ 農産物流通対策事業 
現行のまま新市に引き継ぐ。 

なお、新市において出荷等の実態調査を行う。 

７１ 都市農業ふれあい事業 現行のまま新市に引き継ぐ。 

７２ 市民農園整備事業 
合併後、３年以内に段階的に相模原市の制度

に統合する。 
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番号 事務事業名 調整方針 

７３ 
㈱神奈川食肉センター食肉流通

施設整備事業 
現行のまま新市に引き継ぐ。 

７４ 農道等維持管理補修事業 

合併時に相模原市の制度に統合する。 

ただし、台帳等の整備については、合併後速

やかに統合する。 

７５ 農道・用水路等整備事業 現行のまま新市に引き継ぐ。 

７６ 農道等調査測量設計委託事業 現行のまま新市に引き継ぐ。 

７７ 各種農業団体補助金 現行のまま新市に引き継ぐ。 

７８ 農業振興地域整備計画 合併後速やかに新たな計画を策定する。 

７９ 生産緑地に係る営農指導 現行のまま新市に引き継ぐ。 

８０ 
農産物の生産、経営技術等の指

導事務 
現行のまま新市に引き継ぐ。 

８１ 
農産・園芸団体の指導及び連絡

事務 
現行のまま新市に引き継ぐ。 

８２ 水田農業推進協議会事務 合併時に相模原市の制度に統合する。 

８３ 農作物の病虫害防除 現行のまま新市に引き継ぐ。 

８４ 土地改良事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 

８５ 漁業及び林業 現行のまま新市に引き継ぐ。 

８６ 家畜の防疫 合併後速やかに相模原市の制度に統合する。 

８７ 農業者年金基金法 合併時に相模原市の制度に統合する。 
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番号 事務事業名 調整方針 

８８ 荒廃農地対策等活動事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 

８９ 林道整備事業 

現行のまま新市に引き継ぐ。 

なお、合併後管理区分の明確化及び管理台帳

の調製を実施する。 

９０ 
鳥居原ふれあいの館の管理運営

に関すること 
現行のまま新市に引き継ぐ。 

９１ 農とみどりの整備事業 現行のまま新市に引き継ぐ。 

９２ 共進会に関すること 
合併後３年以内に段階的に相模原市の制度に

統合する。 

９３ 有害鳥獣対策事業 

現行のまま新市に引き継ぐ。 

ただし、事業内容については、合併後速やか

に統合する。 

９４ 相模原市森林整備計画 
合併後速やかに新市全体を対象とする計画を

策定する。 

９５ 
神奈川県地域森林計画対象森林

における届出事務 
現行のまま新市に引き継ぐ。 

９６ 松くい虫の防除 合併時に相模原市の制度に統合する。 

９７ 
自然保護奨励金の委託事務に関

すること 
現行のまま新市に引き継ぐ。 

９８ 林地開発に関すること 現行のまま新市に引き継ぐ。 

９９ 岩石採取に関すること 現行のまま新市に引き継ぐ。 

１００ 治山・治水事業 現行のまま新市に引き継ぐ。 

１０１ 保安林に関すること 現行のまま新市に引き継ぐ。 
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番号 事務事業名 調整方針 

１０２ 水源の森林づくり事業 現行のまま新市に引き継ぐ。 

１０３ 市有林管理審議会に関すること 現行のまま新市に引き継ぐ。 

１０４ 新都市農業推進事業 合併後速やかに相模原市の制度を適用する。 
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環境保全部会 

番号 事務事業名 調整方針 

１ 
開発行為等における緑地に係る

協議､指導､監督及び検査事務 

 合併後３年以内に相模原市の制度に統合す

る。 

２ 
開発行為等における公園に係る

協議､指導､監督及び検査事務 

 合併後３年以内に相模原市の制度に統合す

る。 

３ 環境審議会経費 合併時に相模原市の制度に統合する。 

４ 自然環境観察員事業 合併時に相模原市の制度を適用する。 

５ 
自然エネルギー等利用設備補助

事業 
合併時に相模原市の制度を適用する。 

６ 環境保全啓発事業 現行のまま新市に引き継ぐ。 

７ 環境月間事業開催経費 合併時に相模原市の制度を適用する。 

８ 環境基本計画 
合併後速やかに新市において新たな環境基本

計画の策定に着手する。 

９ 
環境基本法に規定する公害防止

計画 
現行のまま新市に引き継ぐ。 

１０ 環境影響評価事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 

１１ ほたるの里づくり推進事業 現行のまま新市に引き継ぐ。 

１２ 城山自然の家管理運営事業 現行のまま新市に引き継ぐ。 

１３ 
相模原市特殊建築物等設置に伴

う環境保全に係る指導指針 
合併時に相模原市の制度を適用する。 

１４ 
相模原の環境をよくする会負担

金 
現行のまま新市に引き継ぐ。 

１５ 桂川・相模川流域協議会負担金 合併時に相模原市の制度に統合する。 
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番号 事務事業名 調整方針 

１６ 環境管理システム推進事業 合併後速やかに相模原市の制度を適用する。 

１７ 地域新エネルギー事業 現行のまま新市に引き継ぐ。 

１８ 新エネルギー導入促進事業 

「城山町地域新エネルギ－ビジョン」は現行

のまま新市に引継ぎ、新市において新たな環境

基本計画を策定する際に内容を反映させる。 

１９ 環境情報センター管理運営事業 現行のまま新市に引き継ぐ。 

２０ 環境指導啓発事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 

２１ 環境監視測定事業 
中核市事務により、合併時に相模原市の制度

に統合する。 

２２ 常時監視測定局管理運営事業 
中核市事務により、合併時に相模原市の制度

に統合する。 

２３ 環境監視情報システム管理事業 
中核市事務により、合併時に相模原市の制度

に統合する。 

２４ 公害監視設備整備事業 現行のまま新市に引き継ぐ。 

２５ 合併処理浄化槽設置補助事業 
合併後５年以内に事業見直しを含め相模原市

の制度に統合する。 

２６ 低公害自動車普及促進事業 新市において検討する。 

２７ 

大気の汚染、水質の汚濁､悪臭､

土壌の汚染､騒音及び振動に係

る規制及び指導事務 

合併時に相模原市の制度に統合する。 

２８ 大気汚染等に係る苦情の処理 合併時に相模原市の制度に統合する。 

２９ 
土砂等による盛土及び土地の埋

立て並びに切土の規制事務 

合併後３年以内に事業見直しを含め相模原市

の制度に統合する。 

３０ 
浄化槽の設置届出等に関する事

務 

中核市事務により、合併時に相模原市の制度

に統合する。 
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番号 事務事業名 調整方針 

３１ 浄化槽保守点検業者の登録 
中核市事務により、合併時に相模原市の制度

に統合する。 

３２ 集中浄化槽維持管理補助金 

現行のまま新市に引き継ぐ。 

なお、今後の方針については、合併後新市に

おいて検討する。 

３３ 
環境保全に関する条例に基づく

事務 

合併時に相模原市の制度に統合する。 

ただし、土地埋立等規制事業及び公共の場所

等の清潔保持等事業については、合併後３年以

内に事業の見直しを含め統合する。 

３４ 緑地保全活用事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 

３５ 
(財)相模原市みどりの協会補助

金 
合併時に相模原市の制度を適用する。 

３６ 緑地等維持管理事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 

３７ 緑地保全用地購入事業 現行のまま新市に引き継ぐ。 

３８ 相模川等保全活用事業 現行のまま新市に引き継ぐ。 

３９ 
みどりの基本計画及び相模川計

画 

合併後速やかに新市において新たな計画の策

定に着手する。 

４０ 
みどりのまちづくり基金及び緑

地保全基金の運用管理 
合併時に相模原市の制度に統合する。 

４１ 
首都圏近郊緑地保全法及び都市

緑地法に関する事務 
現行のまま新市に引き継ぐ。 

４２ 
鳥獣の保護及び狩猟の適正化に

関する法律に関する事務 
現行のまま新市に引き継ぐ。 

４３ 
相模原市相模川ふれあい科学館

の管理運営事業 
現行のまま新市に引き継ぐ。 

４４ 猟区事務に関すること 現行のまま新市に引き継ぐ。 
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番号 事務事業名 調整方針 

４５ 生垣設置費補助事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 

４６ 里山支援モデル事業 現行のまま新市に引き継ぐ。 

４７ 
ヒートアイランド対策緑化啓発

事業 
合併時に相模原市の制度を適用する。 

４８ 川のトイレ整備事業 現行のまま新市に引き継ぐ。 

４９ 公園の管理運営事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 

５０ 霊園管理運営事業 合併時に相模原市の制度を適用する。 

５１ 公園整備事業 合併時に相模原市の制度を適用する。 

５２ 霊園整備事業 合併時に相模原市の制度を適用する。 

５３ 公園用地購入事業 合併時に相模原市の制度を適用する。 
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環境事業部会 

番号 事務事業名 調整方針 

１ 集団資源回収事業 
合併後３年を目途に、新市の制度を再検討し

た上で、段階的に統合する。 

２ 資源分別回収事業 
合併後３年を目途に、新市の制度を再検討し

た上で、段階的に統合する。 

３ 
ペットボトル・白色トレイ回収

事業 

合併後３年を目途に、新市の制度を再検討し

た上で、段階的に統合する。 

４ 
粗大ごみ受入施設の管理運営事

業 

現行のまま新市に引き継ぐ。 

なお、合併後速やかに、津久井地域における

受入施設の整備を図る。 

５ 粗大ごみ戸別収集事業 合併後速やかに、相模原市の制度に統合する。 

６ 
廃棄物（粗大ごみを除く。）の収

集及び運搬事業 

合併後３年を目途に、段階的に相模原市の制

度を基本に統合する。 

７ 浄化槽汚泥処理手数料 

合併後速やかに、相模原市の制度に統合する。 

なお、受益者負担の均衡を図る方向で、新市

における手数料体系の見直しを行う。 

８ 
廃棄物の収集及び運搬事業（し

尿収集） 

合併後速やかに、新市におけるし尿・浄化槽

汚泥収集体制の見直しを行う。 

９ し尿収集体制整備事業 

現行のまま新市に引き継ぐ。 

ただし、合併後速やかに、収集運搬体制の見

直しを行う。 

１０ 浄化槽清掃補助事業 

合併後速やかに、相模原市の制度に統合する。 

なお、受益者負担の均衡を図る方向で、新市

における手数料体系の見直しを行う。 

１１ 廃棄物減量等推進審議会等経費 合併時に相模原市の制度を適用する。 

１２ ごみ収集車両購入事業 合併時に相模原市の制度を適用する。 

１３ し尿収集車両購入事業 現行のまま新市に引き継ぐ。 

１４ 一般廃棄物処理計画改定事業 
合併後、現行の一般廃棄物処理基本計画の見

直しを行う。 
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番号 事務事業名 調整方針 

１５ 
一般廃棄物処理業許可等申請手

数料 
合併時に相模原市の制度に統合する。 

１６ 
産業廃棄物処理業許可等申請手

数料 

保健所政令市事務により、合併時に相模原市

の制度に統合する。 

１７ 
自動車リサイクル法登録申請手

数料 

保健所政令市事務により、合併時に相模原市

の制度に統合する。 

１８ 
自動車リサイクル法許可申請手

数料 

保健所政令市事務により、合併時に相模原市

の制度に統合する。 

１９ 
一般廃棄物処理業の許可及び指

導監督 
合併時に相模原市の制度に統合する。 

２０ 
産業廃棄物処理業の許可及び指

導監督 

保健所政令市事務により、合併時に相模原市

の制度に統合する。 

２１ 
一般廃棄物処理施設の設置許可

及び指導監督 

保健所政令市事務により、合併時に相模原市

の制度に統合する。 

２２ 
産業廃棄物処理施設の設置許可

及び指導監督 

保健所政令市事務により、合併時に相模原市

の制度に統合する。 

２３ 
産業廃棄物排出事業者の指導監

督 

保健所政令市事務により、合併時に相模原市

の制度に統合する。 

２４ 建設リサイクル法に関する事務 
保健所政令市事務により、合併時に相模原市

の制度に統合する。 

２５ 
自動車リサイクル法に関する事

務 

保健所政令市事務により、合併時に相模原市

の制度に統合する。 

２６ PCB 特措法に関する事務 
保健所政令市事務により、合併時に相模原市

の制度に統合する。 

２７ 浄化槽清掃業許可申請手数料 合併時に相模原市の制度に統合する。 

２８ 
浄化槽清掃業の許可及び指導監

督 
合併時に相模原市の制度に統合する。 

２９ リサイクル週間事業 合併時に相模原市の制度を適用する。 
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番号 事務事業名 調整方針 

３０ 美化推進事業 

合併時に相模原市の制度に統合する。 

ただし、事業内容については、地域特性を配

慮し調整する。 

３１ 美化運動推進事業補助金 

合併時に相模原市の制度を適用する。 

ただし、事業内容については、地域特性を配

慮し調整する。 

３２ 循環型社会普及啓発事業 合併時に相模原市の制度を適用する。 

３３ 生ごみ処理容器助成事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 

３４ 
大型生ごみ処理機導入モデル事

業 
現行のまま新市に引き継ぐ。 

３５ リサイクルスクエア運営事業 現行のまま新市に引き継ぐ。 

３６ 不法投棄対策事業 

合併時に相模原市の制度に統合する。 

ただし、地域特性を踏まえた不法投棄対策を

調整する。 

３７ 剪定枝資源化事業 現行のまま新市に引き継ぐ。 

３８ 事業系ごみ減量化等促進事業 合併時に相模原市の制度を適用する。 

３９ 一般ごみ夜間収集事業 現行のまま新市に引き継ぐ。 

４０ 

一般廃棄物排出事業者に対する

減量化、資源化及び適正処理に

係る指導 

合併時に相模原市の制度に統合する。 

４１ 南清掃工場建設事業 現行のまま新市に引き継ぐ。 

４２ 公衆トイレ維持管理事業 現行のまま新市に引き継ぐ。 

４３ 一般廃棄物最終処分場整備事業 現行のまま新市に引き継ぐ。 
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番号 事務事業名 調整方針 

４４ し尿処理施設の維持管理 現行のまま新市に引き継ぐ。 

４５ 
し尿処理施設に係る大気、水質

等の測定及び分析 
現行のまま新市に引き継ぐ。 

４６ 清掃工場使用料 現行のまま新市に引き継ぐ。 

４７ ごみ処理手数料 現行のまま新市に引き継ぐ。 

４８ 粗大ごみ処理手数料 現行のまま新市に引き継ぐ。 

４９ 
清掃工場ごみ処理施設の管理運

営事業 
現行のまま新市に引き継ぐ。 

５０ 
一般廃棄物最終処分場の管理運

営事業 
合併時に相模原市の制度に統合する。 

５１ 発電所に関する事務 現行のまま新市に引き継ぐ。 

５２ 動物死体処理委託事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 

５３ 収集車の運行及び維持管理事業 
合併後３年を目途に、段階的に相模原市の制

度を基本に統合する。 

５４ 廃棄物の不法投棄事務 合併時に相模原市の制度に統合する。 

５５ 収集事務所施設維持管理事務 現行のまま新市に引き継ぐ。 

５６ し尿処理手数料 現行のまま新市に引き継ぐ。 

５７ ごみ箱設置費補助事業 合併後３年を目途に、廃止の方向で調整する。 

５８ 
収集車の運行及び維持管理事業

（し尿収集） 

合併後速やかに、新市におけるし尿・浄化槽

汚泥収集体制の見直しを行う。 
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番号 事務事業名 調整方針 

５９ 
収集事務所施設維持管理事務

（し尿収集） 
現行のまま新市に引き継ぐ。 

６０ 雑排水処分事業費 合併後３年を目途に、廃止の方向で調整する。 
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都市部会 

番号 事務事業名 調整方針 

１ 地理情報システム開発事業 
 合併後５年以内に相模原市の制度に統合す

る。 

２ 都市計画基本図作成事業 
合併後５年以内に相模原市の制度に統合す

る。 

３ バス対策事業 
合併後５年を目途に相模原市の制度に統合す

る。 

４ 総合交通計画関連事業 合併後５年を目途に新市において検討する。 

５ 開発行為等指導事務 合併時に相模原市の制度に統合する。 

６ 放置自転車対策事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 

７ 都市計画審議会経費 合併時に相模原市の制度に統合する。 

８ 区域区分界等調査測量事業 合併後速やかに相模原市の制度に統合する。 

９ 都市計画提案制度推進事業 合併時に相模原市の制度を適用する。 

１０ 

都市計画施設の区域又は市街地

開発事業の施行区域内における

建築の許可及び指導 

一般市事務により、合併時に相模原市の制度

に統合する。 

１１ 都市防災に係る基盤整備計画 合併後３年以内に新市において策定する。 

１２ 
生産緑地地区内の建築行為等の

許可 
合併時に相模原市の制度を適用する。 

１３ 市民参加型まちづくり推進事業 合併後速やかに相模原市の制度を適用する。 

１４ 地区計画推進経費 合併時に相模原市の制度に統合する。 

１５ 
相模原市地区計画等の案の作成

手続に関する条例 
合併時に相模原市の制度に統合する。 
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番号 事務事業名 調整方針 

１６ 
地区計画等の区域内における建

築行為等の届出 
合併時に相模原市の制度に統合する。 

１７ 鉄道対策事業 合併後速やかに相模原市の制度に統合する。 

１８ 新しい交通システム検討事業 

合併後５年を目途に新市において検討する。 

なお、検討にあたっては、総合都市交通計画

と整合を図る。 

１９ 駅舎自由通路等維持管理事業 合併時に相模原市の制度を適用する。 

２０ 
交通バリアフリー基本構想推進

事業 
合併時に相模原市の制度を適用する。 

２１ 

都市計画法に規定する開発行為

に伴う公共施設管理者の同意及

び協議の調整 

合併時に相模原市の制度に統合する。 

２２ 開発審査会経費 
中核市事務により、合併時に相模原市の制度

に統合する。 

２３ 

都市計画法に規定する開発行為

及び建築等の制限の許可、証明

及び承認 

一般市事務により、合併時に相模原市の制度

に統合する。 

２４ 開発行為等の違反防止 
一般市事務により、合併時に相模原市の制度

に統合する。 

２５ 地域整備推進事業 合併時に相模原市の制度を適用する。 

２６ 駅周辺施設維持管理事業 現行のまま新市に引き継ぐ。 

２７ 
安全で快適な歩行者空間創出事

業 
合併時に相模原市の制度を適用する。 

２８ 市街地整備基金積立金 合併時に相模原市の制度を適用する。 

２９ アドバイザー派遣事業 合併時に相模原市の制度を適用する。 
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番号 事務事業名 調整方針 

３０ 優良建築物等整備事業 合併時に相模原市の制度を適用する。 

３１ 土地区画整理事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 

３２ 
市街地開発・再開発事業（補助

事業を含む） 
合併時に相模原市の制度を適用する。 

３３ 

個人施行及び組合施行の土地区

画整理事業に係る促進、指導及

び許可等 

中核市事務により、合併時に相模原市の制度

に統合する。 

３４ 

土地区画整理法第 76 条に規定

する土地区画整理事業施行地区

内における建築行為等の許可 

合併時に相模原市の制度に統合する。 

３５ 

都市計画法第 53 条に規定する

土地区画整理事業施行区域内に

おける建築行為等の許可 

一般市事務により、合併時に相模原市の制度

に統合する。 

３６ 

土地区画整理組合が行った土地

区画整理法に基づく処分に係る

審査請求 

中核市事務により、合併時に相模原市の制度

に統合する。 

３７ 
市街地再開発事業の施行地区内

における建築行為等の許可 

中核市事務により、合併時に相模原市の制度

に統合する。 

３８ 民間自動車駐車場整備促進事業 合併時に相模原市の制度を適用する。 

３９ 自転車整理指導事業 合併時に相模原市の制度を適用する。 

４０ 自転車駐車場管理運営事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 

４１ 民間自転車駐車場助成事業 合併時に相模原市の制度を適用する。 

４２ 自転車駐車場整備事業 合併時に相模原市の制度を適用する。 

４３ 自動車駐車場管理運営事業 合併時に相模原市の制度を適用する。 
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番号 事務事業名 調整方針 

４４ 
駐車場整備地区における駐車場

整備計画 
合併時に相模原市の制度を適用する。 

４５ 路外駐車場の設置等の届出 現行のまま新市に引き継ぐ。 

４６ 

相模原市建築物における駐車施

設の附置に関する条例に関する

事務 

合併時に相模原市の制度を適用する。 
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建築部会 

番号 事務事業名 調整方針 

１ 建築審査会経費 合併時に相模原市の制度を適用する。 

２ 都市デザイン推進事業 合併時に相模原市の制度を適用する。 

３ 屋外広告物許可等経費 
中核市事務により、合併時に相模原市の制度

に統合する。 

４ 相模原市建築基準条例 合併時に相模原市の制度を適用する。 

５ 

建築基準法に規定する許可、認

定及び認可並びに指定（道路に

関するものを除く） 

特定行政庁事務により、合併後速やかに相模

原市の制度に統合する。 

６ 
建築基準法（第９条を除く）に

規定する意見の聴取 
合併時に相模原市の制度を適用する。 

７ 
租税特別措置法に規定する優良

な住宅及び良質な住宅の認定 
合併時に相模原市の制度に統合する。 

８ 

建築基準法第１６条の規定に基

づく国土交通大臣又は県知事へ

の報告 

合併時に相模原市の制度を適用する。 

９ 
用途地域の指定のない区域にお

ける建築形態制限について 
現行のまま新市に引き継ぐ。 

１０ マンション管理対策推進事業 合併時に相模原市の制度を適用する。 

１１ 建築に係る総合相談 合併時に相模原市の制度に統合する。 

１２ 

高齢者、身体障害者等が円滑に

利用できる特定建築物の建築の

促進に関する法律に関する事務 

合併時に相模原市の制度を適用する。 

１３ 
神奈川県福祉の街づくり条例に

関する事務 
合併時に相模原市の制度を適用する。 

１４ 建設リサイクル法に関する事務 合併時に相模原市の制度を適用する。 
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番号 事務事業名 調整方針 

１５ 
ワンルーム形式集合建築物に関

する指導基準に関する事務 
合併後速やかに相模原市の制度に統合する。 

１６ 

相模原市特定建築物の建築に係

る自動車の保管場所の確保に関

する条例に関する事務 

合併後速やかに相模原市の制度に統合する。 

１７ 
ホテル等建築の適正化に関する

条例に関する事務 
合併時に相模原市の制度を適用する。 

１８ 

中高層建築物の建築に係る紛争

の予防と調整に関する条例に関

する事務 

合併時に相模原市の制度に統合する。 

１９ 
相模原市斎場の設置に関する指

導基準に関する事務 
合併時に相模原市の制度を適用する。 

２０ 既存木造住宅耐震化促進事業 合併時に相模原市の制度を適用する。 

２１ 既存建築物等総合防災対策事業 合併時に相模原市の制度を適用する。 

２２ 建築審査等の事務 合併時に相模原市の制度を適用する。 

２３ 建築基準法に規定する道路 
特定行政庁事務により、合併後速やかに相模

原市の制度に統合する。 

２４ 
建築基準法第９条に規定する意

見の聴取 

特定行政庁事務により、合併後速やかに相模

原市の制度に統合する。 

２５ 
違反建築物の予防、是正指導及

び措置に関する事務 

特定行政庁事務により、合併後速やかに相模

原市の制度に統合する。 

２６ 建築物、建築設備等の定期報告 
特定行政庁事務により、合併後速やかに相模

原市の制度に統合する。 

２７ 
住宅金融公庫受託業務に係る受

付、審査及び報告 
合併時に相模原市の制度を適用する。 

２８ 

高齢者、身体障害者等が円滑に

利用できる特定建築物の建築の

促進に関する法律事務 

合併時に相模原市の制度を適用する。 
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番号 事務事業名 調整方針 

２９ 
エネルギーの使用の合理化に関

する法律事務 
合併時に相模原市の制度を適用する。 

３０ 
建築物安全安心実施計画の推進

事務 
合併時に相模原市の制度を適用する。 

３１ 自然災害回避行政の事務 合併時に相模原市の制度に統合する。 

３２ 

建築物の耐震改修の促進に関す

る法律に係る受付、審査、立入

検査及び認定に関する事務 

合併時に相模原市の制度を適用する。 

３３ 被災建築物応急危険度判定事務 合併時に相模原市の制度に統合する。 

３４ 住宅審議会経費 合併時に相模原市の制度を適用する。 

３５ 市営住宅維持管理補修事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 

３６ 市営住宅ストック総合改善事業 合併時に相模原市の制度を適用する。 

３７ 市営住宅整備事業 合併時に相模原市の制度を適用する。 

３８ 
住宅に係る相談及び高齢者等の

民間賃貸住宅入居支援 
合併時に相模原市の制度を適用する。 

３９ 
市営住宅の入居者募集並びに入

居及び退去 
合併時に相模原市の制度に統合する。 

４０ 
特定優良賃貸住宅の供給の促進

に関する法律事務 

中核市事務により、合併時に相模原市の制度

に統合する。 

４１ 
高齢者の居住の安定確保に関す

る法律事務 
合併時に相模原市の制度を適用する。 

４２ 
魅力ある公共建築づくり推進事

業 
合併時に相模原市の制度を適用する。 

４３ 
公共施設の調査・設計・施工監

督業務 
合併時に相模原市の制度に統合する。 
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番号 事務事業名 調整方針 

４４ 公共建築物の維持保全計画 合併時に相模原市の制度に統合する。 
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土木部会 

番号 事務事業名 調整方針 

１ 相模原市みちの協会補助金 合併時に相模原市の制度を適用する。 

２ 道路交通量調査委託 

合併時に相模原市の制度を適用する。 

なお、適用にあたっては、道路交通量調査に

ついては、５年毎に行っており、次回は平成  

２１年度に予定しているため、城山町の必要箇

所を検討し、実施する。 

３ 

開発行為（開発行為に準ずるも

のを含む）における道路及び下

水道に係る協議、指導及び検査 

現行のまま新市に引き継ぐ。 

なお、整備すべき道路等の基準に若干の差異

が見受けられるため、これらは都市部会が所管

する「開発行為等指導事務」で新市において検

討する。 

４ 土木工事積算事務電算処理経費 合併後速やかに相模原市の制度に統合する。 

５ 
公共工事に伴う発生残材の有効

利用の推進 
現行のまま新市に引き継ぐ。 

６ 公共建設発生土の処理処分対策 現行のまま新市に引き継ぐ。 

７ 
路線再編成基準に基づく路線の

編成 
現行のまま新市に引き継ぐ。 

８ 道路情報管理システム業務委託 
合併後５年間で段階的に相模原市の制度を適

用する。 

９ 
首都圏中央連絡自動車道（さが

み縦貫道路）の整備促進 
合併時に相模原市の制度に統合する。 

１０ 
広域幹線道路整備構想の推進の

要請 
現行のまま新市に引き継ぐ。 

１１ 国県道の整備促進 

合併時に相模原市の制度に統合する。 

ただし、市町が単独で加入している協議会等

については、現行のまま新市に引き継ぐ。 

１２ 
公共工事安全点検パトロール経

費 
現行のまま新市に引き継ぐ。 

１３ 路上違反広告物撤去事業 
中核市事務により、合併時に相模原市の制度

に統合する。 
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番号 事務事業名 調整方針 

１４ 道路認定路線網図作成委託 合併時に相模原市の制度に統合する。 

１５ 道路境界整備事業 
合併後５年間で段階的に相模原市の制度に統

合する。 

１６ 国有財産取得事業 現行のまま新市に引き継ぐ。 

１７ 道路境界確定事業 
合併後５年間で段階的に相模原市の制度に統

合する。 

１８ 廃道路敷等測量委託 合併時に相模原市の制度を適用する。 

１９ 路上放置自動車等撤去委託 合併時に相模原市の制度を適用する。 

２０ 
道路の認定、区域決定、供用開

始等 
合併時に相模原市の制度に統合する。 

２１ 廃道路敷の処分 
合併後３年間で段階的に相模原市の制度に統

合する。 

２２ 未登記道路の取得 現行のまま新市に引き継ぐ。 

２３ 道路の通行禁止及び車両制限 現行のまま新市に引き継ぐ。 

２４ 都市基準点の管理 
合併後５年間で段階的に相模原市の制度に統

合する。 

２５ 道路台帳の整備、保管及び閲覧 
合併後５年を目途に相模原市の制度に統合す

る。 

２６ 道路に係る不服申立て、訴訟等 合併時に相模原市の制度に統合する。 

２７ 道路の占用許可 合併時に相模原市の制度に統合する。 

２８ 
道路管理者以外の者が行う道路

工事の承認、監督、検査 
合併時に相模原市の制度に統合する。 
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番号 事務事業名 調整方針 

２９ 道路改良事業 

現行のまま新市に引き継ぐ。 

なお、道路整備計画を合併後速やかに策定す

る必要がある。 

３０ 踏切改良関連事業 現行のまま新市に引き継ぐ。 

３１ 都市計画道路事業 

現行のまま新市に引き継ぐ。 

なお、道路整備計画を合併後速やかに策定す

る必要がある。 

３２ 駅前等交通広場の整備事業 

現行のまま新市に引き継ぐ。 

なお、道路整備計画を合併後速やかに策定す

る必要がある。 

３３ 魅力あるみちづくり事業等 

現行のまま新市に引き継ぐ。 

なお、道路整備計画を合併後速やかに策定す

る必要がある。 

３４ 
道路の用地取得に係る残地の管

理及び処分 

合併後速やかに相模原市の制度に統合する。

ただし、管理については現状のまま行っていく。 

３５ 道路用地維持管理費 合併時に相模原市の制度に統合する。 

３６ 道路点検パトロール経費 合併時に相模原市の制度に統合する。 

３７ 道路維持補修事業 

合併時に相模原市の制度に統合する。 

なお、生活道路の除雪については、合併時ま

でに検討する。 

３８ 街路樹維持管理事業 

合併時に相模原市の制度に統合する。 

なお、統合にあたっては、シルバー人材セン

ター及び相模原市みちの協会との調整が必要に

なる。 

３９ 交通安全施設整備事業 現行のまま新市に引き継ぐ。 

４０ 交通安全施設維持管理事業 現行のまま新市に引き継ぐ。 

４１ 狭あい道路拡幅整備事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 
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番号 事務事業名 調整方針 

４２ 私道路整備事業 合併時に相模原市の制度を適用する。 

４３ 橋りょう維持補修事業 現行のまま新市に引き継ぐ。 

４４ 寄附道路整備事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 

４５ 歩道整備事業 

合併時に相模原市の制度に統合する。 

なお、歩道整備計画については、合併後速や

かに策定する必要がある。 

４６ 交通バリアフリー道路特定事業 現行のまま新市に引き継ぐ。 

４７ 河川維持管理補修事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 

４８ 河川安全施設整備事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 

４９ 水位観測施設管理事業 現行のまま新市に引き継ぐ。 

５０ 水路維持管理補修事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 

５１ 河川改修事業 

合併時に相模原市の制度に統合する。 

なお、合併後に雨水対策における整備方針（公

共下水道（雨水）、河川等）を定める必要がある。 

５２ 
河川に係る整備計画の策定、認

可及び変更 
現行のまま新市に引き継ぐ。 

５３ 廃水路敷の処分 
合併後３年間で段階的に相模原市の制度に統

合する。 

５４ 河川及び水路の指定 合併時に相模原市の制度に統合する。 

５５ 
河川・湖に係る急傾斜地の崩壊

防止 
現行のまま新市に引き継ぐ。 
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教育総務部会 

番号 事務事業名 調整方針 

１ 幼稚園就園奨励補助金 

公立幼稚園の国庫補助分については、現行の

まま新市に引き継ぐ。 

私立幼稚園の単独補助分については、合併時に

相模原市の制度に統合する。 

２ 公立幼稚園に関すること 

現行のまま新市に引き継ぐ。 

ただし、入園料、保育料、送迎バス及び給食

については、合併後の新市において均衡が図れ

るよう必要な調整を行う。 

３ 学校給食事業の取扱い 

現行のまま新市に引き継ぐ。 

ただし、相模原市の中学校給食のあり方につ

いては、合併後３年間で新市において検討する。 

４ 教育委員会運営事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 

５ 日直代行員等経費 

日直代行員制度については、合併後５年間で

段階的に相模原市の制度を適用する。 

学校管理業務については、合併後５年間で段

階的に相模原市の制度に統合する。 

６ 私立幼稚園教育振興補助金 合併時に相模原市の制度に統合する。 

７ 私立幼稚園運営助成事業 合併時に相模原市の制度を適用する。 

８ 私立幼稚園障害児教育助成金 合併時に相模原市の制度を適用する。 

９ 奨学金貸付金 合併時に相模原市の制度を適用する。 

１０ 奨学基金積立金 合併時に相模原市の制度を適用する。 

１１ 中学校課外活動助成金 合併時に相模原市の制度に統合する。 

１２ 各種教育研究団体補助金 合併時に相模原市の制度に統合する。 

１３ 各種教育研究大会等分担金 合併時に相模原市の制度に統合する。 
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番号 事務事業名 調整方針 

１４ 児童生徒指導対策助成金 合併時に相模原市の制度に統合する。 

１５ 進路指導対策助成金 合併時に相模原市の制度に統合する。 

１６ 学童及び生徒の通学安全事業 

現行のまま新市に引き継ぐ。 

ただし、合併後５年間で新市において事業内

容の検討を行う。 

１７ 小・中学校維持管理補修費 合併時に相模原市の制度に統合する。 

１８ 小・中学校運営費 合併時に相模原市の制度に統合する。 

１９ 小・中学校教材等整備事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 

２０ 小・中学校教科書等購入費 合併時に相模原市の制度に統合する。 

２１ 校外活動助成費 合併時に相模原市の制度に統合する。 

２２ 
要保護及び準要保護児童生徒就

学援助費 
合併時に相模原市の制度に統合する。 

２３ 障害児学級児童生徒就学奨励費 合併時に相模原市の制度に統合する。 

２４ 児童及び生徒の就学 合併時に相模原市の制度に統合する。 

２５ 学級編制 現行のまま新市に引き継ぐ。 

２６ 通学区域 現行のまま新市に引き継ぐ。 

２７ 学校規模の適正化 現行のまま新市に引き継ぐ。 

２８ 学校医等公務災害補償費 現行のまま新市に引き継ぐ。 
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番号 事務事業名 調整方針 

２９ 児童生徒等災害見舞金 合併時に相模原市の制度に統合する。 

３０ 各種教育研究団体補助金 合併時に相模原市の制度に統合する。 

３１ 給食センター施設管理運営事業 
合併後３年以内に相模原市の制度に統合す

る。 

３２ 学校医等報酬 合併時に相模原市の制度に統合する。 

３３ 児童生徒等健康診断事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 

３４ 学校歯科保健事業 合併時に相模原市の制度を適用する。 

３５ 学校環境衛生経費 合併時に相模原市の制度に統合する。 

３６ 保健室管理運営費 合併時に相模原市の制度に統合する。 

３７ 
児童生徒等災害共済負担金等経

費 
合併時に相模原市の制度に統合する。 

３８ ランチルーム整備事業 合併時に相模原市の制度を適用する。 

３９ 学校給食施設・設備整備事業 現行のまま新市に引き継ぐ。 

４０ 
小・中学校、幼稚園維持管理補

修事業 
合併時に相模原市の制度に統合する。 

４１ 小・中学校屋内運動場改修事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 

４２ 小・中学校校舎耐震補強事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 

４３ 小・中学校校舎等整備事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 
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番号 事務事業名 調整方針 

４４ 小・中学校環境対策事業 現行のまま新市に引き継ぐ。 

４５ 
総合学習センター施設利用承認

事務 
現行のまま新市に引き継ぐ。 

４６ 総合学習センター施設運営事業 現行のまま新市に引き継ぐ。 

４７ 市民大学実施事業 合併時に相模原市の制度を適用する。 

４８ 教育の調査研究事業 合併後速やかに相模原市の制度を適用する。 

４９ 生涯学習活動の支援事業 現行のまま新市に引き継ぐ。 

５０ 情報活用推進事業 合併後段階的に相模原市の制度を適用する。 

５１ 教材作成事業 
合併後３年間で段階的に相模原市の制度に統

合する。 

５２ 
教育図書資料の収集整理活用事

業 

合併後３年間で段階的に相模原市の制度を適

用する。 

５３ 教育研究所連盟 合併時に相模原市の制度を適用する。 

５４ 教職員研修（基本研修） 
中核市事務により、合併時に相模原市の制度

に統合する。 

５５ 学習相談事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 

５６ 学社融合推進事業 

合併後３年間で段階的に相模原市の制度を適

用する。 

なお、適用にあたっては、地域性を尊重する。 

５７ 出前講座事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 

５８ 生涯学習情報化推進事業 合併後段階的に相模原市の制度を適用する。 
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番号 事務事業名 調整方針 

５９ 教職員研修（基本研修以外） 合併時に相模原市の制度に統合する。 

６０ 学校教育相談事業 合併時に相模原市の制度を適用する。 

６１ 教職員研修事業 
中核市事務により、合併時に相模原市の制度

に統合する。 

６２ 学校情報教育推進事業 

合併後速やかに相模原市の制度に統合する。 

なお、統合にあたっては、機器の設置・整備

の進捗状況が異なっているため、設置・整備の

開始時期や内容については十分に検討する。 

６３ 職能研修 合併時に相模原市の制度に統合する。 
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学校教育部会 

番号 事務事業名 調整方針 

１ 学校教育研究事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 

２ 児童生徒指導推進事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 

３ 障害児教育推進事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 

４ 水泳授業指導協力者派遣事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 

５ 部活動技術指導者派遣事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 

６ 図書整理員経費 

合併後速やかに相模原市の制度に統合する。 

なお、図書整理員の配置については、巡回派

遣、ボランティア対応等配置方法の調整を行う。 

７ 障害児学級設備整備事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 

８ 教育課程推進事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 

９ 地域教育力活用事業 合併時に相模原市の制度を適用する。 

１０ 学校評議員事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 

１１ 外国人英語指導助手活用事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 

１２ 国際交流教育支援事業 

合併時に相模原市の制度に統合する。 

ただし、城山町が実施しているアーンスクー

ルとの交流については、相手方の意向を確認し、

新市に引き継ぐ。 

１３ 
海外帰国及び外国人児童生徒教

育支援事業 
合併後速やかに相模原市の制度に統合する。 

１４ 福祉教育推進事業 合併時に相模原市の制度を適用する。 
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番号 事務事業名 調整方針 

１５ さがみ風っ子文化祭事業 
合併後３年以内に相模原市の制度に統合す

る。 

１６ 人権教育事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 

１７ 各種相談・指導・訪問事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 

１８ 学校支援ボランティア制度 合併時に相模原市の制度に統合する。 

１９ 障害児就学指導事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 

２０ 
介助員（臨時的任用職員）派遣

事業 

合併時に相模原市の制度に統合する。 

ただし、派遣学級については、地域の特性を

配慮し調整する。 

２１ 学力向上支援事業 合併時に相模原市の制度を適用する。 

２２ 学校安全教育推進事業 合併時に相模原市の制度を適用する。 

２３ 八木重吉文学賞事業 現行のまま新市に引継ぐ。 

２４ 少人数指導等支援事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 

２５ 教職員互助団体補助 合併時に相模原市の制度に統合する。 

２６ 教職員表彰事務（市表彰）       合併時に相模原市の制度に統合する。 

２７ 教職員健康診断 合併時に相模原市の制度に統合する。 

２８ 
教職員の任免その他の人事の内

申 
合併時に相模原市の制度に統合する。 

２９ 
教職員の昇給、昇格、特別昇給

等給与の内申 
合併時に相模原市の制度に統合する。 
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番号 事務事業名 調整方針 

３０ 教職員の服務監督 合併時に相模原市の制度に統合する。 

３１ 教職員定数の内申 合併時に相模原市の制度に統合する。 

３２ 
教職員褒賞・表彰事務（国・県

表彰） 
合併時に相模原市の制度に統合する。 

３３ 教職員の公務（通勤）災害 合併時に相模原市の制度に統合する。 

３４ 教職員組合に関する事務 合併時に相模原市の制度に統合する。 

３５ 
市費負担による非常勤講師の任

用 
合併時に相模原市の制度を適用する。 

３６ 教職員互助団体に関する事務 合併時に相模原市の制度に統合する。 

３７ 教職員衛生管理 合併時に相模原市の制度を適用する。 

３８ 教職員被服貸与 合併時に相模原市の制度を適用する。 

３９ 野外体験教室活動事業 合併時に相模原市の制度を適用する。 

４０ 野外体験教室管理運営事業 現行のまま新市に引き継ぐ。 

４１ 青少年・教育相談事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 

４２ ヤングテレホン事業 合併時に相模原市の制度を適用する。 

４３ 青少年街頭指導・相談事業 合併時に相模原市の制度を適用する。 

４４ 青少年相談員経費 合併時に相模原市の制度を適用する。 
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番号 事務事業名 調整方針 

４５ 
青少年相談センター運営協議会

経費 
合併時に相模原市の制度を適用する。 

４６ 適応指導教室事業 合併時に相模原市の制度に統合する。 

４７ 施設維持管理補修事業 現行のまま新市に引き継ぐ。 
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生涯学習部会 

番号 事務事業名 調整方針 

１ 文化財保護管理事業 

合併後、文化財の研究、保存団体及びその補

助金・交付金対応の調整を図りながら、３年間

で段階的に相模原市の制度に統合する。  

なお、公開施設については、市立博物館を核

にネットワーク化を検討する。 

２ 文化財調査事業 

合併後速やかに相模原市の制度に統合する。 

なお、統合にあたっては、文化財の現況調査

を実施する。 

３ 遺跡保存整備事業 

合併後、３年間で段階的に相模原市の制度に

統合する。城山町の現行事業は継続するが、遺

跡の基本計画・整備計画等の整合を図る。 

４ 
埋蔵文化財の保護と開発事業と

の調整 
合併後速やかに相模原市の制度に統合する。 

５ はたちのつどい開催事業 

  現行のまま新市に引き継ぐ。 

なお、開催場所等の事業のあり方については、

合併後新市において検討する。 

６ 社会教育委員経費 合併時に相模原市の制度に統合する。 

７ 
生涯学習ルーム運営費(小中学

校余裕教室) 
現行のまま新市に引き継ぐ。 

８ 
社会教育関係団体事務室利用者

協議会補助金 
現行のまま新市に引き継ぐ。 

９ 人権教育事業 

合併後３年間で段階的に相模原市の制度に統

合する。 

なお、統合にあたっては、地域性を尊重する。 

１０ 美術品等収集事業 合併時に相模原市の制度を適用する。 

１１ 
ＪＲ相模原駅駅ビル公共施設維

持管理事業 
現行のまま新市に引き継ぐ。 

１２ 家庭教育啓発事業 

合併後３年間で段階的に相模原市の制度に統

合する。 

なお、統合にあたっては、地域性を尊重する。 
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番号 事務事業名 調整方針 

１３ 市民文化祭経費 現行のまま新市に引き継ぐ。 

１４ 音楽等振興事業 現行のまま新市に引き継ぐ。 

１５ 相模原市民ギャラリー運営事業 現行のまま新市に引き継ぐ。 

１６ 公民館館長等経費 

合併後３年間で段階的に相模原市の制度に統

合する。 

なお、統合にあたっては、地域性を尊重する。 

１７ 公民館運営協議会等経費 合併時に相模原市の制度に統合する。 

１８ 公民館非常勤職員等経費 

合併後３年間で段階的に相模原市の制度に統

合する。 

なお、統合にあたっては、地域性を尊重する。 

１９ 公民館活動事業 現行のまま新市に引き継ぐ。 

２０ 公民館施設維持管理補修事業 現行のまま新市に引き継ぐ。 

２１ 彫刻のあるまちづくり事業 現行のまま新市に引き継ぐ。 

２２ 
県立相模湖交流センターの管

理・運営に関すること 
現行のまま新市に引き継ぐ。 

２３ ＰＴＡ育成費 

合併後３年間で段階的に相模原市の制度に統

合する。 

なお、統合にあたっては、過去の経緯や地域

性、団体の意向を尊重する。 

２４ 地域婦人団体育成費 現行のまま新市に引き継ぐ。 

２５ 女性グループ育成費 現行のまま新市に引き継ぐ。 
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番号 事務事業名 調整方針 

２６ 文化団体育成費 

合併後３年間で段階的に相模原市の制度に統

合する。 

なお、統合にあたっては、過去の経緯や地域

性、団体の意向を尊重する。 

２７ 音楽関係団体等補助金 現行のまま新市に引き継ぐ。 

２８ 生涯学習推進事業 現行のまま新市に引き継ぐ。 

２９ 公民館に関する調査研究・研修 

合併後３年間で段階的に相模原市の制度を適

用する。 

なお、適用にあたっては、地域性を尊重する。 

３０ 
津久井生涯学習センター施設利

用承認事務 
現行のまま新市に引き継ぐ。 

３１ 
津久井生涯学習センター施設運

営事業 
現行のまま新市に引き継ぐ。 

３２ 文化財保護審議会経費 合併時に相模原市の制度に統合する。 

３３ 文化財普及事業 
合併後３年間で段階的に相模原市の制度に統

合する。 

３４ スポーツ振興審議会経費 合併時に相模原市の制度に統合する。 

３５ 体育指導委員活動推進事業 

合併後３年間で段階的に相模原市の制度に統

合する。 

なお、統合にあたっては、地域住民の意向や

地域性を尊重する。 

３６ スポーツ振興に関する事業 

合併後３年間で段階的に相模原市の制度に統

合する。 

なお、統合にあたっては、地域性を尊重する。 

３７ 各種体育大会等実施事業 

合併後３年間で段階的に相模原市の制度に統

合する。 

なお、統合にあたっては、地域性を尊重する。 
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番号 事務事業名 調整方針 

３８ （財）相模原市体育協会補助金 

合併後３年間で段階的に相模原市の制度に統

合する。 

なお、統合にあたっては、過去の経緯や地域

性、団体の意向を尊重する。 

３９ スポーツ施設管理事業 
合併後３年間で段階的に相模原市の制度に統

合する。 

４０ スポーツ施設の整備 現行のまま新市に引き継ぐ。 

４１ 学校施設開放事業 

現行のまま新市に引き継ぐ。 

なお、料金、減免措置については、合併後新

市において検討する。 

４２ 
県立相模湖漕艇場の管理・運営

に関すること 
現行のまま新市に引き継ぐ。 

４３ 青少年問題協議会経費 合併時に相模原市の制度に統合する。 

４４ 青少年健全育成環境づくり事業 

合併後３年間で段階的に相模原市の制度に統

合する。 

なお、統合にあたっては、地域住民の意向や

地域性を尊重する。 

４５ 青少年指導員活動推進事業 

合併後３年間で段階的に相模原市の制度に統

合する。 

なお、統合にあたっては、地域住民の意向や

地域性を尊重する。 

４６ 青少年関係団体補助金 

合併後３年間で段階的に相模原市の制度に統

合する。 

 なお、統合にあたっては、過去の経緯や地域

性、団体の意向を尊重する。 

４７ 
青少年学習センター施設維持管

理事業 
現行のまま新市に引き継ぐ。 

４８ 青年海外派遣基金の運用管理 合併時に相模原市の制度を適用する。 

４９ 
青少年学習センター活動自主事

業 
現行のまま新市に引き継ぐ。 
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番号 事務事業名 調整方針 

５０ 
青少年学習センター活動団体委

託事業 
合併時に相模原市の制度を適用する。 

５１ 図書館協議会経費 現行のまま新市に引き継ぐ。 

５２ 
図書館施設維持管理費・施設維

持補修費 
現行のまま新市に引き継ぐ。 

５３ 視聴覚ライブラリー自主事業 合併時に相模原市の制度を適用する。 

５４ 図書資料充実経費 合併後速やかに相模原市の制度に統合する。 

５５ 図書館サービス経費 合併後速やかに相模原市の制度に統合する。 

５６ 図書館施設運営費 

合併後速やかに相模原市の制度に統合する。 

なお、統合にあたっては、利用相談員の配置

の必要性、配送業務方法（コース等）を検討す

る。 

５７ 図書等複写費用 現行のまま新市に引き継ぐ。 

５８ 図書館システム経費 合併後速やかに相模原市の制度を適用する。 

５９ 視聴覚ライブラリー施設運営費 合併時に相模原市の制度を適用する。 

６０ 子どもの読書活動推進事業 
合併後、３年間で段階的に相模原市の制度に

統合する。 

６１ 博物館協議会 現行のまま新市に引き継ぐ。 

６２ 資料収集保存事業 

合併後、３年間で段階的に相模原市の制度に

統合する。 

なお、統合にあたっては、資料の収蔵施設の

独自性や設立経過、住民活動などを考慮し、協

議する期間を設け検討する。 
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番号 事務事業名 調整方針 

６３ 資料調査研究事業 現行のまま新市に引き継ぐ。 

６４ 展示・教育普及事業 現行のまま新市に引き継ぐ。 

６５ プラネタリウム事業 現行のまま新市に引き継ぐ。 

６６ 博物館施設維持管理運営事業 現行のまま新市に引き継ぐ。 

６７ 
尾崎咢堂記念館の管理運営に関

すること 

現行のまま新市に引き継ぐ。 

なお、管理運営方法等については、施設の独

自性や設立経過、住民活動などを尊重し、協議

する期間を設け、検討する。 

６８ エコミュージアム推進事業 現行のまま新市に引き継ぐ。 



 110

議会部会 

番号 事務事業名 調整方針 

１ 議員報酬等 合併時に相模原市の制度に統合する。 

２ 政務調査費 合併時に相模原市の制度に統合する。 

３ 議会国際交流 合併時に相模原市の制度を適用する。 

４ 請願及び陳情 合併時に相模原市の制度に統合する。 

５ 議会報の発行 合併時に相模原市の制度に統合する。 

６ 本会議 合併時に相模原市の制度に統合する。 

７ 常任委員会 合併時に相模原市の制度に統合する。 

８ 特別委員会 

合併時に相模原市の制度に統合する。 

なお、新たに設置する委員会については、合

併後に決定する。 

９ 議会運営委員会 合併時に相模原市の制度に統合する。 

１０ 任意の協議組織 合併時に相模原市の制度に統合する。 

１１ 委任専決事項 合併時に相模原市の制度に統合する。 

１２ 議会刊行物 合併時に相模原市の制度を適用する。 
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選挙管理委員会部会 

番号 事務事業名 調整方針 

１ 選挙管理委員会運営費 合併時に相模原市の制度に統合する。 

２ 選挙啓発経費 合併時に相模原市の制度に統合する。 

３ 投票事務費 合併時に相模原市の制度に統合する。 

４ 開票事務費 合併時に相模原市の制度に統合する。 

５ 選挙公報発行費 合併時に相模原市の制度に統合する。 

６ ポスター掲示場経費 合併時に相模原市の制度に統合する。 

７ 選挙啓発費 合併時に相模原市の制度に統合する。 

８ その他選挙執行経費 

合併時に相模原市の制度に統合する。 

ただし、従来から行われてきた財産区等の選

挙については、現行のまま新市に引き継ぐ。 

９ 条例、規則等の取扱い 合併時に相模原市の制度に統合する。 

１０ 諸証明の発行 合併時に相模原市の制度に統合する。 

１１ 
選挙人名簿等の調製並びに縦覧

及び閲覧 
合併時に相模原市の制度に統合する。 

１２ 投票及び開票区域 合併時に相模原市の制度に統合する。 

１３ 期日前投票及び不在者投票 合併時に相模原市の制度に統合する。 

１４ 直接請求 合併時に相模原市の制度に統合する。 

１５ 検察審査員候補者 合併時に相模原市の制度に統合する。 
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監査委員部会 

番号 事務事業名 調整方針 

１ 監査委員費 合併時に相模原市の制度に統合する。 

２ 条例、規則等の取扱い 合併時に相模原市の制度に統合する。 

３ 職員の人事及び給与 合併時に相模原市の制度に統合する。 

４ 監査計画 合併時に相模原市の制度に統合する。 

５ 定期監査 合併時に相模原市の制度に統合する。 

６ 随時監査 合併時に相模原市の制度に統合する。 

７ 出納検査 合併時に相模原市の制度に統合する。 

８ 決算審査 合併時に相模原市の制度に統合する。 

９ 請求監査 合併時に相模原市の制度に統合する。 

１０ 要求監査 合併時に相模原市の制度に統合する。 

１１ 報告の徴収等 合併時に相模原市の制度に統合する。 

１２ 外部監査 合併時に相模原市の制度に統合する。 
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農業委員会部会 

番号 事務事業名 調整方針 

１ 
農地転用受理済等証明交付に関

する事務 
合併時に相模原市の制度に統合する。 

２ 農地基本台帳の整備 合併後、速やかに相模原市の制度に統合する。 

３ 農地違反転用対策に関する事務 合併時に相模原市の制度に統合する。 

４ 
国有農地等の維持管理及び登記

事務 
現行のまま新市に引き継ぐ。 

５ 農業者年金事務 現行のまま新市に引き継ぐ。 

６ 農業委員会広報誌の発行 
合併時に相模原市の制度を適用する。 

なお、配布方法は郵送により行う。 

７ 
選挙人名簿登載申請書の受理及

び審査に関する事務 

合併時に相模原市の制度に統合する。 

ただし、申請書の配布・回収方法については、

郵便による方法に合併後速やかに統合する。 

８ 
委員会の権限に属する各種の建

議及び答申 
合併時に相模原市の制度に統合する。 

９ 
農地等の権利移動の許可及び農

地転用許可に関する事務 
現行のまま新市に引き継ぐ。 

１０ 農地等の交換分合に関する事務 現行のまま新市に引き継ぐ。 

１１ 
農地等の相隣関係の紛争の調停

に関する事務 
現行のまま新市に引き継ぐ。 

１２ 
農業経営基盤強化促進法に関す

る事務 
合併時に相模原市の制度に統合する。 

１３ 農業生産法人に関する事務 現行のまま新市に引き継ぐ。 

１４ 生産緑地法に関する事務 合併時に相模原市の制度を適用する。 
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番号 事務事業名 調整方針 

１５ 農業委員会委員報酬 

引き続き在任する選挙による委員の報酬につ

いては、現行のとおりとする。 

ただし、会長、会長職務代理者及び選任によ

る委員は相模原市の制度による報酬とする。市

町村の合併の特例等に関する法律の適用期間経

過後については、相模原市の制度に統合する。 

１６ 
農業委員会委員活動（視察、研

修等） 
合併時に相模原市の制度に統合する。 

１７ 農業委員会会議 合併時に相模原市の制度に統合する。 

１８ 小作地に関する事務 

現行のまま新市に引き継ぐ。 

ただし、標準小作料の見直し時期については、

合併後３年以内に統合する。 

１９ 農地造成に関する事務 合併時に相模原市の制度に統合する。 

２０ 
他法令に基づく農地の現況照会

等に関する事務 

現行のまま新市に引き継ぐ。 

ただし、現地調査については、事務局職員、

地区農業委員が行うことに統合する。 

２１ 市民農園に関する事務 現行のまま新市に引き継ぐ。 
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消防部会 

番号 事務事業名 調整方針 

１ 開発事業の協議 合併時に相模原市の制度に統合する。 

２ 消防水利維持管理整備事業 

現行のまま新市に引き継ぐ。 

なお、新市の消防力整備計画の策定と併せ、

消防水利の整備計画等を検討する。 

３ 各種催事に係る警備 現行のまま新市に引き継ぐ。 
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会計部会 

番号 事務事業名 調整方針 

１ 収入事務 合併時に相模原市の制度に統合する。 

２ 支出事務 合併時に相模原市の制度に統合する。 

３ 指定金融機関等 合併時に相模原市の制度に統合する。 

４ 公共料金支払基金の運用管理 合併時に相模原市の制度を適用する。 
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 この協定の締結を証するため、本書を２通作成、署名押印のうえ、各自その１通を保有す

る。 
 
 
 
  平成  年  月  日 
 
 
 
                   相模原市長  小 川 勇 夫 印 
 
 
 
                   城 山 町 長  八 木 大 二 郎 印 
 
 
 
 立 会 人 
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